
 

平成29年６月16日 

プレスリリース 
報 道 各 位 

大阪堂島商品取引所 

 

コメ試験上場検証特別委員会(平成29年６月12日)概要 

 

 

１ 日 時：平成29年６月12日（月）11時30分～13時50分 

 

２ 場 所：食糧会館Ａ会議室 

 

３ 議 題 

・事務局ヒアリングの結果 

・コメ先物取引の試験上場の状況 他 

 

４ 概 要 

○ 事務局ヒアリングの結果 

① 生産者Ｇ 

・ 生産量と販売量の差分について早期に販売先を確保するため先物に参加し

た。差金決済については理解しているが、今のところ受渡しが目的である。 

・ 新潟コシでは１年先まで価格が提示されており、予め価格を確定すること

ができるので経営の安定化に繋がる。先物取引は生産者にとって大変重要

な取引だと思う。 

・ フレコンによる受渡しができるようになれば、なお良い。 

 

② 卸売業者Ｈ 

・ 平成28年産米の販売契約が思うように進まなかったので、販売先を確保す

るため先物取引に参加した。結果、在庫とならなかったので助かった。 

・ 通常取引の現場で先物価格やその動向が話題になることが多く、先物価格

が通常取引の指標となっていることを実感した。先物価格は売/買双方にと

って妥当な水準だと思う。 

・ フレコンの割合が増加傾向にあるので、現物受渡しでもフレコンを認めて

もらえると有難い。 

 

③ 卸売業者Ｉ 

・ コメ業界の変革期に再開したコメ先物取引の可能性に興味があり、先物取

引に参加した。 

・ 現在は現物受渡しで決済しているが、流動性が高まれば価格変動リスクの

ヘッジとして先物取引を活用したい。 

・ 原料調達の立場でいえば、取引限月は６ヶ月で支障がないので、東京コメ

及び大阪コメの限月設定には満足している。 

 



 

 

 

④ 卸売業者J 

・ 現物の仕入先として先物取引を活用している。市販米が主力であるため、

特に大阪コメを注視している。先物価格は毎日確認しており、通常取引の

指標としても活用している。 

・ 大阪コメの受渡供用品は全国のコシヒカリを対象にしているため、受方か

らすると銘柄が選べず、参加しにくい。 

・ 通常取引では持込み渡しが基本なので、先物取引の置き場渡しに違和感が

あったが、合意早受渡し制度なら持込み渡しも可能なので、今後は合意早

受渡し制度を活用したい。 

 

⑤ 商品先物取引業者Ｋ 

・ 先物価格が現物価格から乖離することはなく指標性は高いが、価格変動リ

スクのヘッジを円滑に行うには流動性がもっと欲しい。 

・ 板寄せ取引を知る者が少なくなっているので、一般的な売買手法であるザ

ラバ取引に変更できれば流動性は高まるのではないか。 

・ 新潟コシの新穀/旧穀間の価格調整額は、予め確定したほうが良い。 

 

⑥ 商品先物取引業者Ｌ 

・ 生産者は年末ごろから苗や肥料の手当てを始めるため、１年限月が望まし

い。ただし、受渡しの利便性を損なわぬよう期日受渡しが毎月できるよう

な制度を検討してはどうか。 

・ 一般投資家の参入を促すなら、ザラバ取引を導入すべきではないか。 

・ 当業者は、先物取引に参加しないまでも、先物価格は毎日確認しており、

先物価格は指標価格として機能していると思う。 

 

○ 先物取引は、行き過ぎた価格の下落・上昇を抑制する働きがあるので、現物市場が

単体であるより、先物市場と両輪であったほうが価格は一層安定するとの意見。 

  

○ 国の方針により強い農業・競争力のある農業者を育成しているため、今後は大規模

農家・農業法人が増加する。規模が大きくなるにつれ価格変動リスクも高まるので、

先物取引の重要性は一層高まるのではないかとの意見。 

 

 

５ その他 

次回は６月19日（月）に開催する予定 

 

以 上 



コメ先物取引の試験上場の状況について
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４．米の生産・流通をめぐる事情

５．現物受渡しの状況
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本資料は、原則として平成29年5月末までのデータに基づき作
成している。
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１．これまでの経緯

平成22年12月10日 ・東京穀物商品取引所のコメ研究会が報告書を取りまとめ（計５回開催）

平成22年12月14日 ・本所のコメ研究会が報告書を取りまとめ（計３回開催）

平成23年3月1日 ・本所臨時総会で試験上場の申請を決定

平成23年3月8日 ・本所及び東京穀物商品取引所が試験上場の認可申請

平成23年3月11日 ・東日本大震災

平成23年7月1日 ・試験上場の認可

平成23年8月8日 ・取引開始（国内で米の先物取引は72年ぶり）

平成23年11月10日 ・本所で初の納会日（11月限）を迎え、14枚（42t）の現物受渡し

平成23年12月29日 ・本所農産物（米穀）市場における受渡しにおいて出荷制限指示区域で産出さ
れた23年産米を扱わないことを周知

平成24年2月21日 ・米の受渡しに係る放射性物質の基準値を４月１日以降、食品衛生法に基づく
新基準値である100bq/kgとすることを決定（本所及び東穀取）（新基準値
の施行は4月1日、ただし9月30日まで経過期間あり）

平成24年4月1日 ・受渡地の拡大、合意早受渡し制度の導入（東穀取）

平成24年4月11日 ・平成24年10月限（24年産新穀）新甫発会

平成25年2月12日 ・取引所の名称を大阪堂島商品取引所に変更

・東京穀物商品取引所の米市場を移管

平成25年３月27日 ・コメ試験上場検証特別委員会を設置

平成25年4月11日 ・大阪コメ平成25年10月限（25年産新穀）新甫発会

平成25年4月22日 ・東京コメ平成25年10月限（25年産新穀）新甫発会

平成25年６月28日 ・コメ試験上場検証特別委員会が報告書を取りまとめ（計５回開催）

平成25年７月８日 ・試験上場期間延長（２年間）の認可申請

平成25年８月７日 ・試験上場期間延長（２年間）の認可 ※定款については４項を参照

平成26年２月21日 ・東京コメの商品設計の変更を決定
取引単位の変更（100俵→200俵）、受渡供用品の拡大（農産物検査法に基
づく検査規格水稲うるち玄米に拡大）

平成26年４月11日 ・大阪コメ平成26年10月限（26年産新穀）新甫発会

平成26年４月21日 ・東京コメ平成26年10月限（26年産新穀）新甫発会
3



平成27年3月23日

平成27年3月26日

平成27年4月13日

平成27年4月21日

平成27年7月1日

・コメ試験上場検証特別委員会を開催

・東京コメ、大阪コメの商品設計の変更を決定（標準品の変更）
東京コメの標準品を関東コシから栃木県産あさひの夢ほか4銘柄へ
大阪コメの標準品を石川コシ・福井コシから滋賀コシ・三重コシへ

・大阪コメ平成27年10月限（28年産新穀）新甫発会

・東京コメ平成27年10月限（27年産新穀）新甫発会

・コメ試験上場検証特別委員会が報告書を取りまとめ（計５回開催）

平成27年7月21日 ・試験上場期間再延長（２年間）の認可申請

平成27年8月6日 ・試験上場期間再延長（２年間）の認可

平成28年4月11日 ・大阪コメ平成28年10月限（28年産新穀）新甫発会

平成28年4月21日 ・東京コメ平成28年10月限（28年産新穀）新甫発会

平成28年7月20日 ・標準品の追加（新潟コシ）を決定

平成28年10月21日 ・新潟コシの取引開始（平成29年６月限・８月限（28年産）、10月限
（29年産新穀）の先限３限月でスタート）

平成29年３月2８日 ・コメ試験上場検証特別委員会を開催

平成29年4月11日 ・大阪コメ平成29年10月限（29年産新穀）新甫発会

平成29年4月21日 ・東京コメ平成29年10月限（29年産新穀）新甫発会
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(参考１) 本所の米穀部会の開催実績(参考１) 本所の米穀部会の開催実績

第１回 平成２３年 ７月１５日
第２回 平成２３年 ９月１３日
第３回 平成２３年１０月１９日（書面開催）
第４回 平成２４年 ３月 ６日
第５回 平成２４年 ３月２９日
第６回 平成２４年 ６月１２日
第７回 平成２４年 ９月１９日
第８回 平成２４年１１月 ９日（書面開催）
第９回 平成２４年１２月１３日

以後、農産物取引運営委員会米穀部会大阪分科会

第１０回 平成２５年 ３月 ４日
第１１回 平成２５年 ６月１０日
第１２回 平成２５年１２月１９日
第１３回 平成２６年 ２月２１日
第１４回 平成２６年 ６月１９日
第１５回 平成２６年 ９月１７日
第１６回 平成２６年１２月１７日
第１７回 平成２７年 ３月２５日
第１８回 平成２７年 ５月１２日（書面開催）
第１９回 平成２７年 ８月３１日

市場の健全な運営確保のため、取引状況の点検及び価格調整表
の検討を行う以下の部会等を実施
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(参考２) 東京穀物商品取引所の米穀運営委員会及び
本所の米穀部会の開催実績

(参考２) 東京穀物商品取引所の米穀運営委員会及び
本所の米穀部会の開催実績

第１回 平成２３年 ７月１５日
第２回 平成２３年 ９月１２日
第３回 平成２３年１０月 ６日
第４回 平成２３年１１月１１日
第５回 平成２３年１２月１６日
第６回 平成２４年 １月１３日
第７回 平成２４年 ２月１０日
第８回 平成２４年 ３月 ９日
第９回 平成２４年 ４月 ９日
第１０回 平成２４年 ５月 ８日
第１１回 平成２４年 ６月 ５日
第１２回 平成２４年 ７月 ６日
第１３回 平成２４年 ８月１０日
第１４回 平成２４年 ９月 ５日
第１５回 平成２４年１０月 ２日
第１６回 平成２４年１１月 ２日
第１７回 平成２４年１２月 ４日
第１８回 平成２５年 １月１１日

以後、本所農産物取引運営委員会米穀部会東京分科会

第１９回 平成２５年 ３月１２日
第２０回 平成２５年 ７月 ２日
第２１回 平成２５年１２月 ６日
第２２回 平成２６年 ２月２０日
第２３回 平成２６年 ６月１１日
第２４回 平成２６年 ９月 ８日
第２５回 平成２６年１２月１６日
第２６回 平成２７年 ３月 ４日
第２７回 平成２７年 ５月１２日（書面開催）
第２８回 平成２７年 ８月２７日
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第１回 平成２８年 ３月１４日（書面開催）
第２回 平成２８年 ７月１９日（書面開催）
第３回 平成２８年１０月１８日（書面開催）
第４回 平成２９年 ３月１０日（書面開催）
第５回 平成２９年 ４月２０日（書面開催）

(参考３) 本所の米穀取引運営委員会の開催実績(参考３) 本所の米穀取引運営委員会の開催実績



(参考４) 本所定款（関係部分のみ抜粋）(参考４) 本所定款（関係部分のみ抜粋）

（注）取引を開始した日：平成２３年８月８日

(商品市場・上場商品等) 

第３条 （略） 

２ 本所の上場商品及び上場商品に含まれる物品（以下「上場商品構成物品」という。）

並びに上場商品指数、取引する商品指数及び商品指数の対象となる物品（以下「上場

商品指数対象物品」という。）は、次のとおりとする。 

 

上場商品  上場商品構成物品  

農産物  大豆、小豆、とうもろこし及び米穀  

水産物  冷凍えび  

砂 糖  精糖及び粗糖  

 
３ （略） 
４ 農産物市場における米穀の上場期間は、取引を開始した日（注）から６年を経過し

た日までとする。ただし、６年経過前に取引を開始している限月に限り取引を継続す

ることができるものとする。 
 
 
（会員たる資格） 

第７条 本所の会員（以下「会員」という。）たる資格を有する者は、次の各号に掲げ

る者に限る。  

（1）上場商品構成物品又は上場商品指数対象物品（以下「上場商品構成物品等」（上

場商品又は上場商品指数ごとに次に掲げるものを含む。）という。以下この条、第

25条第2項第1号及び第115条第1項第1号において同じ。）の売買、売買の媒介、取次

ぎ若しくは代理、生産、加工又は使用（以下「売買等」という。）を業として行っ

ている者又はこれらの者が構成員の過半数を占める団体。  

イ 農産物については、米穀、米穀の加工品及び調整品、馬鈴しょ、甘しょ、とうも

ろこし、食用油脂、大豆油、大豆油かす、しょう油、みそ、豆腐、水あめ、ぶどう

糖、化工でん粉、飼料、肥料、コーンスターチ、コーングリッツ、異性化糖、エタ

ノール、生分解性プラスチック並びに畜産物（家畜を含む。） 
ロ～ニ （略） 

（2）～（6） （略） 

２・３ （略）  
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２．申請時のポイント

１．平成16年の計画流通制度の廃止等により米の生産・流通構造は競争的な

ものに転換したが、米の生産・流通・販売に携わる当業者は、価格変動や

在庫等の様々なリスクに晒されるようになっていることから、米関係者か

ら客観的で取引の指標となる価格が求められていた。

２．一方、先物市場が投機によって、価格が乱高下、需給調整の取組に影響

を与えるのではないかとの不安もある。

このため、試験上場の制度を活用し、

① 公正・透明な価格形成

② 価格変動のリスクヘッジ

③ 在庫調整

④ 生産・流通への影響

について検証を行うため、試験上場を開始するための定款の変更を行うも

のである。

（参考）商品先物取引法に基づく試験上場の認可基準

① 十分な取引量が見込まれないことに該当しない。

② 生産・流通に著しい支障を及ぼすおそれがあることに該当しない。

(1) 試験上場申請時（H23.3.8）(1) 試験上場申請時（H23.3.8）
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定款一部変更理由 

 

 

近年、米を取り巻く環境は大きく変化している。米の生産・流通構造は、平成７年の

食糧法の施行、平成 16 年の計画流通制度の廃止等によって競争的なものに転換したが、

その後、平成 22 年度の戸別所得補償制度の導入により、需給調整が生産者の経営判断

による選択制に転換し、生産者の主体性を一層重視したより競争的で自由なものとなり

米の生産・流通・販売に携わる当業者は、価格変動や在庫等の様々なリスクに晒される

ようになっている。 

また、平成 2 年に米取引の指標となる価格形成の場としてコメ価格形成センター（財

団法人全国米穀取引・価格形成センター）が開設されたが、相対取引が米流通の主流と

なる中で取引数量が激減し、近く解散する予定となっている。 

このため、米関係者から客観的で取引の指標となる価格が求められるようになり、米

の価格形成の在り方が重要な課題となっている。 

他方で、米当業者の中に、先物取引があまり知られていないこともあり、先物市場が

開設されると投機によって価格が乱高下するのではないか、需給調整の取組みに影響を

与えるのではないか等の不安をもっている方がおられることも事実である。 

このような状況にかんがみ、商品先物取引法の試験上場制度を活用し、公正かつ透明

な価格形成、価格変動のリスクヘッジ、在庫調整等の米先物市場の機能と生産・流通へ

の影響を検証するための米試験市場を開設するため、本取引所の農産物市場の構成物品

に期限付きで米穀を追加するための所要の定款の変更を行うものである。 

 

以 上

［参考］

平成２３年３月８日
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１．米穀の試験上場を開始し、２年の試験上場期限を迎え、これまでの取引

の状況について「コメ試験上場検証特別委員会」を設置し検証を行った。

２．その結果、価格の極端な乱高下は認められず、生産、流通の現場に著し

い支障を及ぼしているとの具体的な事実も確認されなかった。

また、取引量については、十分な取引量が見込まれないとまではいえな

いものの、取引の裾野が十二分に拡がっているとまでは言い切れない状況

にある。

３．このため、さらに慎重を期し、価格形成、価格変動のリスクなどを検証

し、かつ、取引参加者の裾野を拡げる取組を従来にも増して行うため、範

囲変更期間を２年間延長するための定款の変更を行うものである。

（参考）商品先物取引法に基づく試験上場の認可基準

① 十分な取引量が見込まれないことに該当しない。

② 生産・流通に著しい支障を及ぼすおそれがあることに該当しない。

(2) 試験上場延長申請時（H25.7.8）(2) 試験上場延長申請時（H25.7.8）
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定款変更理由

平成23年8月8日に、米穀の当業者に対する価格変動のリスクヘッジや在庫調整の場の提供及び
取引の指標となる客観的な価格の形成を目指し、米穀の試験上場の先物取引を開始した。まもなく
２年の試験上場期限を迎える。
これまでの取引の状況については、本所として客観的に検証を行うため「コメ試験上場検証特別

委員会」（委員長：生源寺眞一名古屋大学大学院生命農学研究科教授）を設置し検証を行った結
果、以下のような報告を得た。

現物価格の水準との著しい乖離等は生じておらず、他の上場商品と比較しても値動きは小さい等、
価格の極端な乱高下は認められていない。生産、流通の現場に著しい支障を及ぼしているとの具
体的な事実も確認されていない。
また、現物受渡しについても、取引開始以来、クレーム処理もなく、ほぼ毎月行われており、中小

の卸売業者及び小売業者にとって、新たな米穀の調達先又は販売先として活用されている状況が
ある。特に、取引開始前には、米先物取引は震災復興に影響があるのではないかとの懸念も示され
ていたが、これまで現物受渡しにおいて福島県産米が活発に取引されており、これにより、風評被
害が懸念された福島県産米の円滑な流通に一定の寄与ができた。
取引量については、この２年間をみると、十分な取引量が見込まれないとまではいえず、金をはじ

め他の商品の取引当初と比べて遜色のない取引量は確保出来たものと考えられるが、東日本大震
災や原発事故、その後の米穀の価格の高騰等の特殊な事情があり、取引の裾野が十二分に広く拡
がっているとまでは言い切れない。
また、今後を見据えると、中国の鄭州商品取引所で短粒種の上場準備が進められているとの状況

を踏まえた場合、我が国の主食である米穀について、国内に価格形成の場としての先物市場が存
することがより重要になってくるものと考えられる。

以上の状況を踏まえれば、試験上場から本上場に移行し取引の継続性を制度的に確保することも
考えられるが、この２年間は極めて特殊な状況下の試験上場であったことも踏まえれば、現時点で
本上場に移行するのではなく、念のため、さらに慎重を期し、試験上場期間を延長して、価格形成、
価格変動のリスクなどを検証し、かつ、取引所として取引参加者の裾野を拡げる取組を従来にも増
して行うことにより、安定した取引を確保していくことこそ求められている。
また、近時においては、啓発活動・振興策等の活動の成果により、取引量は増加傾向にあり、また、

米穀卸売業者の全国団体が先物取引市場への参入を表明し、実際に取引を開始する等、先物市
場が米穀流通の重要なインフラとなる萌芽は見受けられ、着実に取引開始当初の目的の方向に歩
みつつある。
以上のことから、本所の定款について、農産物市場に米穀を含める範囲変更期間を２年間延長す

るための所要の変更を行うものであるが、もとより、今後とも、商品設計等については、当業者の意見
を十分に聞いた上で、不断の見直しを行い、より利用しやすい市場の実現を図っていく所存である。

以 上

［参考１］

平成２５年７月８日
大阪堂島商品取引所
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［参考２］
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１．米穀の試験上場を開始し、４年の試験上場期限を迎え、これまでの取引

の状況について「コメ試験上場検証特別委員会」を設置し検証を行った。

２．その結果、価格の極端な乱高下は認められず、生産、流通の現場に著し

い支障を及ぼしているとの具体的な事実も確認されなかった。

また、取引量については、十分な取引量が見込まれるとまでは言えない

ものの、中小の卸売業者及び小売業者が新たな米穀の調達先又は販売先と

して活用する動きも見られている。

さらに、平成25年８月の延長認可の際に食料産業局長から通知された

「米の試験上場に当たっての留意事項について」において示された判断基

準に適合しているものと認められ、少なくとも市場の成長性がみられない

と断じることはできない。

３. 以上を踏まえれば、試験上場から本上場に移行し、取引の継続性を制度

的に確保することも考えられるが、より多くの参加者が必要との声もある

ことを踏まえて、さらに細心の注意を払い、価格形成、価格変動のリスク

などを検証し、かつ、取引参加者の裾野を拡げる取組を従来にも増して行

うため、範囲変更期間を２年間再延長することを内容とする定款の変更を

行うものである。

（参考）商品先物取引法に基づく試験上場の認可基準

① 十分な取引量が見込まれないことに該当しない。

② 生産・流通に著しい支障を及ぼすおそれがあることに該当しない。

(3) 試験上場再延長申請時（H27.7.21）(3) 試験上場再延長申請時（H27.7.21）
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定款変更理由

平成23年8月8日に、米穀の当業者に対する価格変動のリスクヘッジや在庫調整の場の提供及び
取引の指標となる客観的な価格の形成を目指し、米穀の試験上場の先物取引を開始した。まもなく
４年の試験上場期限を迎える。
これまでの取引の状況については、本所として客観的に検証を行うため「コメ試験上場検証特別

委員会」（委員長：茂野隆一筑波大学大学院生命環境系教授）を設置し、検証を行った結果、以下
のような報告を得た。

現物価格の水準との著しい乖離等は生じておらず、他の上場商品と比較しても値動きは小さい等、
価格の極端な乱高下は認められていない。生産、流通の現場に著しい支障を及ぼしているとの具
体的な事実も確認されていない。
取引量については、この４年間をみると、十分な取引量が見込まれるとまでは言えず、また、現物

受渡しについても、取引開始以来、中小の卸売業者及び小売業者が、新たな米穀の調達先又は販
売先として活用する動きも見られている。
また、平成25年８月の延長認可以降は、食料産業局長から通知された「米の試験上場に当たって

の留意事項について（平成25年８月７日付け25食産1977号）」を踏まえた取組が進められてきた効
果もあり、各々の判断要素に適合していることが認められ、少なくとも市場の成長性がみられないと
断じることは出来ない。
さらに、コメの価格形成におけるマーケット・メカニズムの積極的な活用に際し、今後、これまで以

上に先物取引を活用する機会が増える可能性もあると考えられる。

以上を踏まえれば、試験上場から本上場に移行し、取引の継続性を制度的に確保することも考え
られるが、より多くの参加者が必要との声もあることを踏まえて、現時点で本上場に移行するのでは
なく、さらに細心の注意を払い、試験上場期間を再延長して、価格形成、価格変動のリスクなどを検
証し、かつ、取引所として取引参加者の裾野を拡げる取組を従来にも増して行うことにより、安定し
た取引を確保していくことこそ求められている。
また、近時においては、啓発活動・振興策等の活動の成果により、取引量は増加傾向にあり、また、

累次の商品設計の見直しの効果もあり、取引を行う当業者等から一定の評価が寄せられ、着実に取
引開始当初の目的の方向に歩みつつある。
以上のことから、本所の定款について、農産物市場に米穀を含める範囲変更期間を２年間再延長

（合計６年間）するための所要の変更を行うものであるが、もとより、今後とも、商品設計等については、
当業者の意見を十分に聞いた上で、不断の見直しを行い、より利用しやすい市場の実現を図って
いく所存である。

以 上

［参考１］

平成２７年７月２１日
大阪堂島商品取引所
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［参考２］

15



３．取引量の推移

(1) 米穀の出来高(1) 米穀の出来高

(2) 米穀と他の商品の出来高(2) 米穀と他の商品の出来高

注1：東京コメは、23～25年産は1枚6トン、26年産以降は1枚12トン。大阪コメは、1枚3トン。新潟コシは、1枚1.5トン。
注2：23年産は23年11月限～24年9月限、24年産は24年10月限～25年9月限、25年産は25年10月限～26年9月限、26年産は

26年10月限～27年9月限、27年産は27年10月限～28年9月限、28年産は28年10月限～29年9月限の合計（29年6月限以
降は取引継続中）、29年産は29年10月限～30年4月限の合計（取引継続中）である。

注3：新潟コシの1日平均出来高は、平成28年10月21日～平成29年5月31日の平均である。

注１：平成25年２月12日に、東京穀物商品取引所の農産物市場は、大阪堂島商品取引所（米穀）及び東京商品取引所（一般大豆、とうもろこし、
小豆）に移管されている。

注２：米穀の出来高の平均は、東京コメ・大阪コメの平成23年8月8日～平成29年5月31日の出来高の平均と、新潟コシの平成28年10月21日～
平成29年5月31日の出来高の平均の単純合計である。
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【平成23年8月8日～平成29年5月31日（1426営業日）】

【平成23年8月8日～平成29年5月31日（1426営業日）】
（単位：枚）

出来高合計 23年産計 24年産計 25年産計 26年産計 27年産計 28年産計 29年産計 １日平均

米穀
1,696,417 235,135 180,693 193,205 280,107 321,218 380,620 105,439 1,814 

（9,922,488ﾄﾝ） （944,454ﾄﾝ） （691,563ﾄﾝ） （819,729ﾄﾝ） （1,891,584ﾄﾝ） （2,371,479ﾄﾝ） （2,921,157ﾄﾝ） （282,522ﾄﾝ） （7,894ﾄﾝ）

東京コメ
694,034 79,683 49,828 80,038 116,807 156,425 200,421 10,832 487 

（7,071,114ﾄﾝ） （478,098ﾄﾝ） （298,968ﾄﾝ） （480,228ﾄﾝ） （1,401,684ﾄﾝ） （1,877,100ﾄﾝ） （2,405,052ﾄﾝ） （129,984ﾄﾝ） （4,959ﾄﾝ）

大阪コメ
898,533 155,452 130,865 113,167 163,300 164,793 163,871 7,085 630 

（2,695,599ﾄﾝ） （466,356ﾄﾝ） （392,595ﾄﾝ） （339,501ﾄﾝ） （489,900ﾄﾝ） （494,379ﾄﾝ） （491,613ﾄﾝ） （21,255ﾄﾝ） （1,890ﾄﾝ）

新潟コシ
103,850 - - - - - 16,328 87,522 697 

（155,775ﾄﾝ） - - - - - （24,492ﾄﾝ） （131,283ﾄﾝ） （1,045ﾄﾝ）

（単位：枚）

米穀 金（標準） 金ミニ
東京ゴールド
スポット100

銀 白金（標準） 白金ミニ パラジウム ガソリン

出来高合計 1,696,417 59,312,980 11,277,133 7,317,259 512,012 21,670,327 1,909,455 364,694 10,297,041

月間平均 35,732 847,328 161,102 304,886 7,314 309,576 27,278 5,210 147,101 

１日平均 1,814 41,594 7,908 14,404 359 15,197 1,339 256 7,221 

灯油 軽油 原油 中京ガソリン 中京灯油 ゴム とうもろこし 一般大豆 小豆

出来高合計 3,424,067 20,144 15,634,426 170,584 102,232 13,724,084 2,822,127 1,600,362 216,727

月間平均 48,915 288 223,349 2,437 1,460 196,058 40,316 22,862 3,096 

１日平均 2,401 14 10,964 120 72 9,624 1,979 1,122 152 



(3) 米穀の１日平均出来高の推移（暦年）(3) 米穀の１日平均出来高の推移（暦年）

（単位：枚）（単位：枚）

3,836 

1,063  868  1,077  1,001 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

1,094 
814  708  795  894 

653  840  836  770  722  711  700 

0

1,000

2,000

3,000

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

２４年

762  713 
607 

1,043  1,117 
852  887  880  781  730  659  632 

0

1,000

2,000

3,000

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

651  660  679  714 
1,175 

2,053  2,096 

764  846  693  782  658 

0

1,000

2,000

3,000

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

合 計

２３年

２５年

２６年

17

900  915  880 
1,176 

1,461 
1,727 

1,840 
1,608 

1,134 
881  958  926 

0

500

1,000

1,500

2,000

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

東京コメ 大阪コメ 新潟コシ



(3) 米穀の１日平均出来高の推移（暦年）(3) 米穀の１日平均出来高の推移（暦年）

（単位：枚）
（単位：枚）
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(4) 新規上場商品の出来高の推移（月間）(4) 新規上場商品の出来高の推移（月間）

① 米穀

② とうもろこし（東京穀物商品取引所）

③ 金（東京金取引所・東京工業品取引所）

（単位：枚）

（単位：枚）

（単位：枚）

新規上場後５年１０ヶ月
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（参考）海外におけるコメ先物市場の出来高

（単位：枚）

取引所 上場商品 2011.8～12 2012.1～12 2013.1～12 2014.1～12 2015.1～12 2016.1～12

シカゴ商品取引所
Rough rice

192,764 388,936 280,048 225,694 316,315 305,045
（籾米、長粒種）

鄭州商品交易所

Early rice
1,498,131 3,839,892 873,720 332,910 3,571 2,000

（早生米、長粒種）

Japonica rice

- -

40,480

10,005 99 342
（短粒種）

(2013.11～
12)

本所

米穀 150,205 196,732 198,151 242,309 355,301 407,029

東京コメ 52,304 56,270 72,273 109,558 158,614 199,829

大阪コメ 97,901 140,462 125,878 132,751 196,687 171,929

新潟コシ - - - - - 35,271

資料：シカゴ商品取引所、鄭州商品交易所における出来高はFIAデータ等をもとに作成。

注1：東京コメは、2013.2.8以前は東京穀物商品取引所における出来高。

2：鄭州商品交易所は、2013.11.18よりJaponica Riceの取引を開始。

3：取引単位（枚）当たりの重量は、東京コメ(26年9月限まで)６トン,（26年10月限以降）12トン、大阪コメ３トン、
新潟コシ1.5トン、CBOT（Rough rice）約91トン、鄭州商品交易所（Early rice）10トン、（Japonica Rice）20トン。
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○鄭州商品交易所におけるジャポニカ米（短粒種）の取引状況

事 項 内 容

標準品（基準受渡品） 中国の品質基準に基づく２等合格品 ※産地・銘柄等の指定なし

受渡代替品 中国の品質基準に基づく１等、３等合格品 ※産地・銘柄等の指定なし

取引時間 午前 9：00～11：30 午後 13：30～15：00 ※現地時間

取引期間（限月） 隔月１年（11月限、１月限、３月限、５月限、７月限、９月限）

取引単位 20トン

値幅制限 前日帳入価格の±４％

（単位：枚）

① 商品設計等

② 売買高の推移

資料：鄭州商品交易所のホームページをもとに作成。

③ 動向

・鄭州商品交易所は、２０１３年１１月にジャポニカ米（短粒種）の取引を開始した。 (注１)

・上場当初は、６万枚を超える売買高（月間）を記録していたものの、２０１４年５月以降は減少し、数百枚

から数枚の売買高に留まっている。

・売買高が減少している理由は、現物取引における政府最低購入価格の設定に伴うリスクヘッジ機会の

減少など、中国の国内事情によるものである。(注2)

注１：このほか、鄭州商品交易所では2009年4月から早生インディカ米（長粒種）を、2014年7月から晩生インディカ米（長粒種）を上場している。
注２：鄭州商品交易所関係者からの回答による。
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(5) 現物市場（日本コメ市場・クリスタルライス）における取引数量(5) 現物市場（日本コメ市場・クリスタルライス）における取引数量

資料：日本コメ市場株式会社ホームページをもとに作成。
注：東京、大阪及び福岡の３会場で開催される取引会（会員間取引）における入札取引の成約

数量。

22

（単位：トン） （単位：トン）

年度 取引回 取引数量 年度 取引回 取引数量

23年度

1 1,087 

24年度

1 1,278 

2 433 2 505 

3 404 3 463 

4 1,039 4 473 

5 1,240 5 676 

6 1,047 6 713 

7 1,112 7 743 

合計 6,362 8 436 

合計 5,287 

（単位：トン） （単位：トン）

年度 取引回 取引数量 年度 取引回 取引数量

25年度

1 362 

26年度

1 724 

2 435 2 394 

3 669 3 658 

4 904 4 515 

5 686 5 955 

6 1,152 6 1,133 

7 472 7 1,175 

合計 4,680 8 1,061 

合計 6,615 

（単位：トン） （単位：トン）

年度 取引回 取引数量 年度 取引回 取引数量

27年度

1 931 

28年度

1 960 

2 679 2 607 

3 755 3 595 

4 1,014 4 790 

5 892 5 835 

6 1,147 6 1,143 

7 906 7 1,276 

合計 6,324 合計 6,206 

（単位：トン）

年度 取引回 取引数量

29年度 1 952 



(6) 全国米穀取引・価格形成センター（コメ価格センター）に
おける年産別上場・落札数量

(6) 全国米穀取引・価格形成センター（コメ価格センター）に
おける年産別上場・落札数量

上場数量 落札数量
（トン） (トン）

平成2 4 552,567 508,297

平成3 5 611,045 610,602

平成4 5 794,197 792,988

平成5 2 208,807 208,807

平成6 5 800,793 781,652

平成7 8 828,488 816,800

平成8 8 767,560 756,779

平成9 8 1,053,265 1,034,536

平成10 13 944,409 930,996

平成11 13 1,112,922 987,045

平成12 13 1,108,802 986,513

平成13 15 1,088,845 977,071

平成14 15 1,015,338 901,943

平成15 14 736,957 729,106

平成16 11 451,088 384,306

平成17 15 904,420 450,953

平成18 47 359,682 92,456

平成19 24 56,594 411,011

平成20 4 13,021 9,775

平成21 6 20,448 4,139

平成22 1 2,040 -

注1：平成15年産までは義務上場有り。16年産以降は義務上場なし。

年産 入札回数

注2：平成17年産までは基本取引、18年産以降は通年取引・期別取

　　　引・定期注文取引のデータ。
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(7) 米穀と他の農産物商品の月末取組高(7) 米穀と他の農産物商品の月末取組高

（単位：枚）

注１：取組高とは、市場において成立した売買契約（将来売買する約束）のうち、まだ現物受渡しや売り（買い）戻しが行われず、市場に
残っている売買契約の数（売りと買いセットで１枚とカウント）。

注２：米穀については、東京コメは26年９月限まで１枚６トン,26年10月限以降12トン、大阪コメは１枚３トン、新潟コシは１枚1.5トン。他の商
品について１枚はとうもろこしは50トン、大豆は28年２月限まで10トン,28年４月限以降25トン、小豆は2.4トン。

注３：平成25年２月12日に、東京穀物商品取引所の農産物市場は、大阪堂島商品取引所（米穀）及び東京商品取引所（一般大豆、とうも
ろこし、小豆）に移管されている。

米穀 とうもろこし 大豆 小豆
東京コメ 大阪コメ 新潟コシ

23年８月末 8,763 5,025 3,738 - 30,991 31,975 3,785 

９月末 7,805 4,185 3,620 - 25,853 26,034 3,641 

10月末 5,818 3,278 2,540 - 25,033 24,752 3,097 

11月末 7,119 3,977 3,142 - 25,486 26,983 2,799 

12月末 7,074 4,556 2,518 - 24,695 25,580 2,719 

24年１月末 6,943 5,195 1,748 - 25,041 21,279 3,408 

２月末 4,825 3,479 1,346 - 24,535 18,851 3,634 

３月末 3,666 2,352 1,314 - 23,320 18,783 3,278 

４月末 2,899 1,561 1,338 - 24,209 19,592 4,303 

５月末 2,928 1,575 1,353 - 24,431 18,243 5,167 

６月末 2,684 1,326 1,358 - 20,206 22,226 4,148 

７月末 3,190 1,843 1,347 - 26,438 35,337 3,229 

８月末 3,778 1,400 2,378 - 28,723 33,246 2,346 

９月末 3,829 1,461 2,368 - 28,159 24,855 1,376 

10月末 3,898 1,703 2,195 - 27,373 25,123 1,521 

11月末 3,352 1,137 2,215 - 24,755 23,602 1,052 

12月末 2,982 1,067 1,915 - 22,290 19,495 1,304 

25年１月末 4,492 2,473 2,019 - 21,928 16,178 1,493 

２月末 4,222 2,201 2,021 - 16,746 15,934 1,730 

３月末 4,037 2,077 1,960 - 13,736 14,176 1,712 

４月末 9,571 5,056 4,515 - 14,461 14,225 1,740 

５月末 13,465 6,722 6,743 - 14,320 12,833 1,635 

６月末 13,278 6,386 6,892 - 11,945 11,662 1,186 

７月末 12,003 5,751 6,252 - 12,473 12,781 1,431 

８月末 10,739 5,084 5,655 - 10,840 11,743 1,339 

９月末 9,224 4,254 4,970 - 11,748 10,798 1,637 

10月末 8,269 3,644 4,625 - 13,741 10,502 1,952 

11月末 8,036 3,401 4,635 - 16,090 10,030 1,976 

12月末 8,066 3,437 4,629 - 19,001 10,423 2,176 
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（単位：枚）

注：本表の注意点は、前項の注釈を参照。 25

米穀 とうもろこし 大豆 小豆
東京コメ 大阪コメ 新潟コシ

26年１月末 8,191 3,561 4,630 － 15,866 7,270 2,438 

２月末 7,954 3,555 4,399 － 13,623 7,317 2,250 

３月末 7,483 3,395 4,088 － 10,387 7,096 2,079 

４月末 7,924 3,444 4,480 － 11,311 8,766 1,949 

５月末 7,767 3,487 4,280 － 15,260 8,435 1,845 

６月末 11,306 5,593 5,713 － 20,562 13,694 1,793 

７月末 13,574 6,551 7,023 － 25,427 22,826 1,838 

８月末 12,084 5,357 6,727 － 29,015 21,595 1,996 

９月末 10,383 3,900 6,483 － 31,330 19,889 2,008 

10月末 9,885 3,803 6,082 － 25,069 17,299 1,906 

11月末 8,818 3,188 5,630 － 24,516 18,932 1,989 

12月末 7,915 2,787 5,128 － 20,100 16,625 2,128 

27年１月末 7,505 2,633 4,872 － 16,393 14,232 2,254 

２月末 8,716 2,944 5,772 － 16,838 13,386 2,315 

３月末 8,382 2,898 5,484 － 14,882 12,905 2,312 

４月末 9,759 3,436 6,323 － 21,549 14,819 2,224 

５月末 12,768 5,125 7,643 － 21,824 17,046 2,203 

６月末 14,870 7,616 7,254 － 17,758 18,735 1,851 

７月末 15,508 7,887 7,621 － 19,871 15,795 1,931 

８月末 11,702 6,682 5,020 － 23,308 15,097 1,757 

９月末 8,388 4,458 3,930 － 19,660 10,003 1,587 

10月末 8,486 4,271 4,215 － 19,389 11,293 1,805 

11月末 7,313 3,435 3,878 － 18,780 11,658 1,882 

12月末 6,846 3,068 3,778 － 18,208 10,055 2,296 

28年１月末 6,529 2,647 3,882 － 15,597 9,288 2,442 

２月末 6,589 2,650 3,939 － 17,194 16,709 2,276 

３月末 7,055 2,534 4,521 － 17,687 16,097 2,175 

４月末 8,993 3,638 5,355 － 18,604 15,154 1,843 

５月末 12,062 6,331 5,731 － 17,674 15,417 1,577 

６月末 13,789 7,617 6,172 － 18,752 15,966 1,173 

７月末 15,494 8,151 7,343 － 19,715 18,206 922 

８月末 16,274 8,441 7,833 － 21,988 17,183 809 

９月末 17,781 9,392 8,389 － 20,570 14,241 787 

10月末 16,011 8,157 6,409 1,445 18,331 13,332 695 

11月末 14,491 6,904 5,767 1,820 15,848 12,675 711 

12月末 13,414 5,507 5,030 2,877 12,734 10,347 648 

29年１月末 12,400 4,334 4,653 3,413 12,221 7,050 641 

２月末 11,848 3,683 4,329 3,836 14,025 7,146 588 

３月末 10,794 3,605 3,854 3,335 12,426 6,495 584 

４月末 12,630 4,380 4,516 3,734 13,643 6,485 640 

５月末 13,328 4,687 4,567 4,074 11,701 6,521 624 



(8) 新規上場商品の取組高の推移（各月末時点）(8) 新規上場商品の取組高の推移（各月末時点）

① 米穀

② とうもろこし（東京穀物商品取引所）

③ 金（東京金取引所・東京工業品取引所）
（単位：枚）

新規上場後５年１０ヶ月
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（単位：枚）

（単位：枚）
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４．米の生産・流通をめぐる事情

(1) 主な出来事(1) 主な出来事

年月 主な出来事
民間在庫量
（出荷段階）

民間在庫量
（販売段階）

在庫量 対前年 在庫量 対前年

平成22年10月22年産の作況指数（全国）98 311 12 40 ▲ 11

12月
22年産米について
①生産者団体等による市場隔離（17万トン）決定
②国による10万トンの買入れの決定

321 0 43 ▲ 8

平成23年3月 3.11 東日本大震災（地震・津波被害分約2.2万トン） 201 ▲ 31 37 2

4月 23年産稲の作付制限の指示 164 ▲ 32 35 3

8月 8.8 コメ先物取引試験上場開始 39 ▲ 46 16 ▲ 1

9月
福島県の予備調査で、二本松市の23年産米から国の暫定規制値を超える放射
性セシウムを検出

112 ▲ 75 22 ▲ 3

10月 23年産の作況指数（全国）101 260 ▲ 50 37 ▲ 3

11月
福島市大波地区の23年産米から国の暫定規制値を超える放射性セシウムを検
出、国による出荷制限

286 ▲ 43 40 ▲ 3

平成24年3月 23年産米の特別隔離対策（約1.7万トン） 185 ▲ 16 39 2

4月
食品衛生法に基づく放射性物質の新基準値（100ﾍﾞｸﾚﾙ/kg）の施行（24年9月ま
で経過期間）
24年産稲の作付制限・事前出荷制限の指示

150 ▲ 15 35 0

6月
23年産米の特別隔離対策等における米の供給減少分の代替供給（19～21年産
約4万トン）

86 ▲ 6 27 1

8月 福島県が24年産米の全量全袋検査を開始 41 2 21 5

9月 加工用米の供給不足分に対する備蓄米の販売（18年産約4万トン） 136 24 30 8

10月 24年産の作況指数（全国）102 287 26 50 13

平成25年1月 中食業界等５団体が、ニーズに合った国産米増産対策を農林水産大臣に要請 275 23 49 9

3月 25年産稲の作付制限の指示 213 28 51 12

4月 加工用米の供給不足分に対する備蓄米の販売（18年産） 183 33 46 10

10月 25年産の作況指数（全国）102 309 23 59 9

12月
農林水産業・地域の活力創造本部が「農林水産業・地域の活力創造プラン」に
おいて米の生産調整の見直し（30年産米を目途に、行政による生産目標数量の
配分に頼らないで生産）を決定

331 36 58 3

平成26年4月
米穀安定供給確保支援機構が非主食用途への販売事業の実施（25年産の主
食用米35万程度の買い入れ）を決定

217 34 41 ▲ 4

10月 26年産の作況指数（全国）101 293 ▲ 16 51 ▲ 8

11月
・農水省が平成26年産米の緊急対策等を取りまとめ
・農水省が27年産米の生産数量目標について県段階の自主的な生産の判断を
促すための「自主的取組参考値」を付記し、幅を持たせて配分

316 ▲ 17 52 ▲ 8

12月
米穀安定供給確保支援機構が売り急ぎ防止支援事業の実施（26年産米20万程
度の保管料助成）を決定

313 ▲ 18 52 ▲ 6

平成27年5月
・ＪＡ全農が県本部に概算金の試算の考え方を統一的に提示することを表明
・米穀安定供給確保支援機構が売り急ぎ防止支援事業の申告状況（26年産米
35.6万トン）を公表

170 ▲18 37 3
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年月 主な出来事
民間在庫量
（出荷段階）

民間在庫量
（販売段階）

在庫量 対前年 在庫量 対前年

平成27年 ７月 全国米穀販売事業共済協同組合が中長期米仲介市場を開設 105 12 25 ▲ 2

10月
・27年産の作況指数（全国）100
・飼料用米転作政策の結果、36都道府県が作付面積ベースで生産数量目標達成
・ＴＰＰが大筋合意により、米国とオーストラリアに計７.84万トンの輸入枠を新設

278 ▲ 15 43 ▲ 8

12月 ・農水省が「需要に応じた生産推進重点キャラバン」を実施 292 ▲ 21 45 ▲ 7

平成28年 3月
飼料業界主要４団体が「28年産の飼料用米の受入可能数量は４団体で120万ト
ン程度ある。」と飼料用米生産拡大に向けたメッセージを表明

210 ▲ 24 44 ▲ 2

4月
・4.14,16 熊本地震（農地損壊278.3億円）
・米を原料とする米菓や、みそ、日本酒などのメーカ―が作る業界８団体が加工
用米の生産拡大を呼びかける共同声明

178 ▲ 21 40 ▲ 4

10月 28年産の作況指数（全国）103 261 ▲ 17 53 10

12月 全農にいがたが28年産新潟米約２万㌧を市場隔離 276 ▲ 16 53 8

平成29年 1月 トランプ米国大統領がＴＰＰ離脱を表明 260 ▲ 13 46 5
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(2) 米の流通の状況（平成16～27年産米）(2) 米の流通の状況（平成16～27年産米）

資料：農林水産省 食糧部会資料
注１：平成21年産までの推計に用いた「生産者の米穀現在高等調査」と22年産の推計に用いた「生産者の米穀

在庫高等調査」では調査対象農家の定義が異なる（前者は10ａ以上稲を作付（子実用）している農家、後
者は販売目的の水稲の作付面積が10a以上の販売農家が対象）ことから、22年産では推計手法を変更し
ている。

注２：生産段階には、生産段階には、このほか、①集荷円滑化対策による区分出荷米（17年産8万トン、20年産
米10万トン）、②品質低下に伴う歩留り減（22年産米10万トン）がある。

注３：ラウンドの関係で、計と内訳が一致しない場合がある。
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(3) 相対取引数量(3) 相対取引数量

資料：農林水産省「米に関するマンスリーレポート」をもとに作成。
注１：相対取引数量は、ア 全国団体、イ 年間の玄米仕入数量が5,000トン以上の道県出荷団体等、ウ 年間の直接

販売数量が5,000トン以上の出荷業者が、卸売業者等と主食用の相対取引契約（数量と価格が決定した時点
を基準としている。）を行った数量である。なお、新潟、長野、静岡以東(東日本)の産地銘柄については受渡地
を東日本としているものを、富山、岐阜、愛知以西(西日本の産地銘柄については受渡地を西日本としているも
のを対象としている。

注２：産地銘柄は、報告対象産地銘柄のうち、23年産の農産物検査受検数量原則15,000トン以上のもの。
注３：全銘柄合計契約数量は、農林水産省が公表している相対取引価格の報告対象銘柄の契約数量の合計。
注４：23年産及び24年産の相対取引数量については、農林水産省が公表している「米に関するマンスリーレポート」

の数値。25年産以降の相対取引数量については、農林水産省が公表している「米に関するマンスリーレポー
ト」における各月分の数値をもとに集計したもの。
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（単位：玄米トン）

22年産 23年産 24年産 25年産 26年産 27年産
28年産

(28年9月～29年4月)

全銘柄合計契約数量 2,482,817 2,583,668 2,623,537 2,357,583 2,518,097 2,413,367 2,121,745

対前年比 104% 102% 90% 107% 96%



【民間在庫の推移】

(参考)(参考)

資料：農林水産省「米に関するマンスリーレポート」
注１：水稲うるちもみ及び水稲うるち玄米（醸造用玄米を含む。）の月末在庫量（玄米換算）の値である。
注２：出荷段階は、全農、道県経済連、県単一農協、道県出荷団体（年間の玄米仕入数量が5,000トン以上）、

出荷業者（年間の直接販売数量が5,000トン以上若しくは年間の玄米仕入量が500トン以上）である。
注３：販売段階は、米穀の販売の事業を行う者（年間の玄米仕入量が4,000トン以上）である。
注４：期間については、28/29年であれば、28年７月～29年６月である。
注５：年産の特定できない未検査米等を含んでいるため、当該年産米と１年古米の計と一致しない。
注６：26年産米は、政府備蓄米を含まない。それ以前の年産は、政府による買入までの間の政府備蓄米を含む。
注７：米穀機構の25年産買入数量（35万トン）は、26/27年７月以降の在庫に含まれていない。

【出荷段階】

【販売段階】
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主食用米等

平成22年６月末民間在庫量 Ａ 216

平成22年産主食用米等生産量 Ｂ
政府備蓄米としての買入数量 Ｃ
米穀機構等による飼料用等処理の数量 Ｄ
平成22/23年主食用米等供給量計 Ｅ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ

824
▲ 18
▲ 15
1,007

平成22/23年主食用米等需要量 Ｆ 811

平成23年６月末民間在庫量 Ｇ＝Ｅ－Ｆ 196

(4) 主食用米等の需給見通し（国の基本指針）(4) 主食用米等の需給見通し（国の基本指針）

主食用米等

平成24年６月末民間在庫量 Ａ 180

平成24年産主食用米等生産量 Ｂ
平成24/25年備蓄米代替供給量 Ｃ
平成24/25年主食用米等供給量計 Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ

821 (注1)
4 (注2)

1,005

平成24/25年主食用米等需要量 Ｅ 799

平成25年６月末民間在庫量 Ｆ＝Ｄ－Ｅ 206

主食用米等

平成23年６月末民間在庫量 Ａ 181

平成23年産主食用米等生産量 Ｂ
平成23/24年主食用米等供給量計 Ｃ＝Ａ＋Ｂ

813
994

平成23/24年主食用米等需要量 Ｄ 805

平成24年６月末民間在庫量 Ｅ＝Ｃ－Ｄ 189

○平成23／24年産

○平成24／25年産

（単位：万トン）
○平成22／23年産

注１：平成24年産主食用米等生産量は、821万トンであるが、平成24年産米について高温障害による精米歩
留り減が発生しているため、平成24/25年主食用米等供給量計は、1,005万トンから数万トン程度減少と
なることも想定される。このため、平成25年６月末民間在庫量は、206万トンを下回る可能性がある。

注２：平成24/25年備蓄米代替供給量は、①東日本大震災により、倉庫に保管されていた平成22年産米が被
災し、これを平成23年産米で埋め合わせる形で供給が行われたこと、②特別隔離対策（100 Bq/㎏を超
える平成23年産米の特別隔離対策）の対象となる米が市場隔離されること、から供給量が減少したこと
に伴い、①及び②に見合う量４万トン（震災による倉庫被災分２万トン程度＋特別隔離対策による隔離
数量２万トン程度）の代替供給を政府備蓄米から行った数量である。
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主食用米等

平成25年６月末民間在庫量 Ａ 224

平成25年産主食用米等生産量 Ｂ
平成25/26年主食用米等供給量計 Ｃ＝Ａ＋Ｂ

818
1,042

平成25/26年主食用米等需要量 Ｄ 787

平成26年６月末民間在庫量 Ｅ＝Ｃ－Ｄ 255

主食用米等

平成26年６月末民間在庫量 Ａ 220

平成26年産主食用米等生産量 Ｂ
平成26/27年主食用米等供給量計 Ｃ＝Ａ＋Ｂ

788
1,008

平成26/27年主食用米等需要量 Ｄ 778

平成27年６月末民間在庫量 Ｅ＝Ｃ－Ｄ 230

○平成26／27年産

（単位：万トン）
○平成25／26年産

注１：平成26年産米のふるい下米や青死米等は、天候不順の影響に伴う登熟不良等により例年に比べ多く
発生している状況にあることから、実際に主食用米等として流通する量は、例年よりも17～20万トン程
度減少し、これにより平成27年6月末民間在庫量も減少する可能性がある。

注２：ラウンドの関係で計と内訳が一致しない場合がある。

注：平成25/26年においては、需給事情からみて、販売の見込みが立たなくなった主食用米が、需要が期待
できる加工用、飼料用等に販売されることが想定される。

○平成27／28年産

生産数量
目標

自主的取組
参考値

平成27年６月末民間在庫量 Ａ 230 230

平成27年産米生産数量目標等 Ｂ 751 739

平成27/28年主食用米等供給量計 Ｃ＝Ａ＋Ｂ 981 969

平成27/28年主食用米等需要量 Ｄ 770 770

平成28年６月末民間在庫量 Ｅ＝Ｃ－Ｄ 211 199

注：自主的取組参考値（739万トン）については、仮にこれだけ生産すれば、平成28年６月末の民間在庫量が
過去の平均水準に近づくこととなるものとして設定したもの。
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（単位：万トン）
○平成28／29年産

平成28年６月末民間在庫量 Ａ 207 207

平成28年産主食用米等生産量 Ｂ

平成28/29年主食用米等供給量計 Ｃ＝Ａ＋Ｂ

743
(生産数量目標)

950

735
(自主的取組参考値)

942

平成28/29年主食用米等需要量 Ｄ 762 762

平成29年６月末民間在庫量 Ｅ＝Ｃ－Ｄ 188 180

○平成29／30年産

注：平成28/29年主食用米等需要量については、現時点で価格の状況を見通すことが困難であるため、価格
の変動が生じた場合の需要量への影響は見込んでいない。

平成29年６月末民間在庫量 Ａ 200 200

平成29年産主食用米等生産量 Ｂ

平成29/30年主食用米等供給量計 Ｃ＝Ａ＋Ｂ

735
(生産数量目標)

935

733
(自主的取組参考値)

933

平成29/30年主食用米等需要量 Ｄ 753 753

平成30年６月末民間在庫量 Ｅ＝Ｃ－Ｄ 182 180

注１：「主食用米等」の中には、主食用に供給されるもののほか、加工用途及び輸出用に供給されているもの
の一部が含まれている。

注２：平成29/30年主食用米等需要量については、現時点で価格の状況を見通すことが困難であるため、価格
の変動が生じた場合の需要量への影響は見込んでいない。
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(5) 需給調整の状況(5) 需給調整の状況

（参考１）平成22年産米の都道府県別需給調整の取組状況（参考１）平成22年産米の都道府県別需給調整の取組状況

全国の需給調整の取組状況の推移（平成16年産～28年産）

【２２年産】

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ① ② ③ ④ ⑤ ⑧

ﾄﾝ ﾄﾝ ﾄﾝ ha ha ha ％ ﾄﾝ ﾄﾝ ﾄﾝ ha ha ha ％

全国 8,129 ,990 8,238,038 108 ,048 1,538,697 1 ,580,101 41,400 2 .7 98

北海道 604,510 590,755 ▲ 13,755 112,990 112,396 ▲ 594 ▲ 0.5 98    滋賀 174,460 167,454 ▲ 7,006 33,680 32,489 ▲ 1,191 ▲ 3.5 100   

青森 267,300 271,850 4,550 46,090 47,072 982 2.1 100   京都 80,720 79,169 ▲ 1,551 15,810 15,653 ▲ 157 ▲ 1.0 99    

岩手 295,240 303,424 8,184 55,390 54,810 ▲ 580 ▲ 1.0 104   大阪 28,000 28,285 285 5,680 5,815 135 2.4 98    

宮城 382,210 391,263 9,053 72,121 71,820 ▲ 301 ▲ 0.4 103   兵庫 193,010 185,606 ▲ 7,404 38,327 38,121 ▲ 206 ▲ 0.5 96    

秋田 461,870 439,536 ▲ 22,334 80,703 82,279 1,576 2.0 93    奈良 43,630 47,131 3,501 8,519 9,326 806 9.5 98    

山形 381,170 389,274 8,104 64,170 65,279 1,109 1.7 100   和歌山 37,130 37,400 270 7,536 7,617 82 1.1 99    

福島 365,020 438,729 73,709 68,025 79,362 11,338 16.7 103   鳥取 72,360 71,486 ▲ 874 14,096 14,107 11 0.1 99    

茨城 355,390 392,559 37,169 68,340 75,410 7,070 10.3 100   島根 98,000 92,566 ▲ 5,434 19,250 19,163 ▲ 87 ▲ 0.5 95    

栃木 321,790 331,637 9,847 59,700 61,913 2,213 3.7 99    岡山 167,230 170,402 3,172 31,790 33,441 1,651 5.2 97    

群馬 83,250 69,587 ▲ 13,663 16,850 17,269 419 2.5 82    広島 138,090 133,473 ▲ 4,617 26,400 26,046 ▲ 354 ▲ 1.3 98    

埼玉 161,280 150,854 ▲ 10,426 32,857 35,408 2,551 7.8 86    山口 121,630 116,376 ▲ 5,254 24,130 23,870 ▲ 260 ▲ 1.1 97    

千葉 262,150 329,306 67,156 49,180 60,801 11,621 23.6 102   徳島 60,880 63,523 2,643 12,860 13,453 593 4.6 99    

東京 930 709 ▲ 221 230 179 ▲ 51 ▲ 22.2 97    香川 76,490 76,788 298 15,331 15,250 ▲ 81 ▲ 0.5 101   

神奈川 14,940 15,400 460 3,060 3,215 155 5.1 98    愛媛 79,680 78,174 ▲ 1,506 16,000 15,822 ▲ 178 ▲ 1.1 99    

新潟 560,485 567,789 7,304 104,243 108,647 4,403 4.2 97    高知 52,070 58,573 6,503 11,383 13,075 1,693 14.9 98    

富山 206,730 205,363 ▲ 1,367 38,640 38,129 ▲ 511 ▲ 1.3 101   福岡 197,350 189,223 ▲ 8,127 39,550 38,980 ▲ 570 ▲ 1.4 97    

石川 132,430 132,901 471 25,551 25,467 ▲ 84 ▲ 0.3 101   佐賀 149,565 136,520 ▲ 13,045 28,379 27,708 ▲ 671 ▲ 2.4 94    

福井 136,060 134,955 ▲ 1,105 26,320 26,060 ▲ 260 ▲ 1.0 100   長崎 67,120 62,792 ▲ 4,328 14,160 13,942 ▲ 218 ▲ 1.5 94    

山梨 28,750 27,758 ▲ 992 5,260 5,264 4 0.1 97    熊本 207,080 200,041 ▲ 7,039 40,210 39,084 ▲ 1,126 ▲ 2.8 99    

長野 205,900 208,295 2,395 33,088 34,007 918 2.8 98    大分 126,910 120,532 ▲ 6,378 25,230 24,308 ▲ 922 ▲ 3.7 98    

岐阜 122,755 117,454 ▲ 5,301 25,158 24,709 ▲ 450 ▲ 1.8 97    宮崎 102,940 99,284 ▲ 3,656 20,880 19,971 ▲ 909 ▲ 4.4 100   

静岡 87,390 89,116 1,726 16,797 17,332 535 3.2 98    鹿児島 120,360 117,142 ▲ 3,218 25,130 24,409 ▲ 721 ▲ 2.9 100   

愛知 144,265 152,458 8,193 28,453 30,573 2,120 7.5 98    沖縄 3,210 2,672 ▲ 538 1,040 910 ▲ 130 ▲ 12.5 99    

三重 150,260 152,546 2,286 30,110 30,539 429 1.4 100   

注１：①は県間調整後の数値。

注２：②の実生産量は、統計部公表の収穫量から加工用米及び新規需要米集荷実績数量を除いた値。

注３：④は統計部公表値の水稲作付面積から加工用米・新規需要米等面積を除いた数値。

注４：新規需要米等面積は、新規需要米認定面積のほか、新規需要米扱いとなっていない青刈り分を含む。

注５：ラウンドの関係で内訳と合計が一致しない場合がある。

実作付面積 ④-③ ④/③-1
作況
指数

都道府県
名

生産数量
目標

実生産量
②－①

①を面積換算
したもの

④/③-1
作況
指数

実作付面積 ④-③
都道府県

名
生産数量

目標
実生産量

②－①

①を面積換算
したもの
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資料：農林水産省 食糧部会資料
注１：②の主食用米生産量（23年産以前）は、統計部公表の水稲収穫量から加工用米等の出荷実績数量を控除した数値。

２：④の主食用米作付面積（23年産以前）は、統計部公表の水稲作付面積から加工用米等の作付面積を除外した数値。
３：②、④及び⑤の24年産以降の数値は、それぞれ統計部公表の12月の収穫量（主食用）、主食用作付面積及び作況指数。
４：ラウンドの関係で内訳が一致しない場合がある。



（参考３）平成24年産米の都道府県別需給調整の取組状況（参考３）平成24年産米の都道府県別需給調整の取組状況

（参考２）平成23年産米の都道府県別需給調整の取組状況（参考２）平成23年産米の都道府県別需給調整の取組状況
【２３年産】

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ① ② ③ ④ ⑤ ⑧

ﾄﾝ ﾄﾝ ﾄﾝ ha ha ha ％ ﾄﾝ ﾄﾝ ﾄﾝ ha ha ha ％

全国 7,949 ,990 8,135 ,375 185 ,385 1,503,962 1,525,594 21 ,600 1 .4 101

北海道 585,680 613,598 27,918 109,467 109,085 ▲ 381 ▲ 0.3 105   滋賀 169,410 164,421 ▲ 4,989 32,700 32,063 ▲ 637 ▲ 1.9 99    

青森 266,322 272,090 5,768 45,962 45,526 ▲ 436 ▲ 0.9 103   京都 79,658 78,505 ▲ 1,153 15,601 15,449 ▲ 152 ▲ 1.0 99    

岩手 282,020 284,881 2,861 52,920 52,179 ▲ 741 ▲ 1.4 102   大阪 27,810 28,763 953 5,620 5,729 109 1.9 101   

宮城 358,489 361,559 3,070 67,639 66,145 ▲ 1,494 ▲ 2.2 103   兵庫 191,170 186,289 ▲ 4,881 37,929 37,598 ▲ 331 ▲ 0.9 98    

秋田 449,558 451,486 1,929 78,481 79,341 860 1.1 99    奈良 43,891 48,121 4,230 8,564 9,274 710 8.3 101   

山形 371,352 374,090 2,737 62,520 63,584 1,064 1.7 99    和歌山 37,050 37,300 250 7,485 7,586 101 1.4 99    

福島 340,098 352,283 12,185 63,303 64,087 784 1.2 102   鳥取 71,400 71,294 ▲ 106 13,908 13,928 20 0.1 99    

茨城 356,480 388,271 31,791 68,550 74,563 6,013 8.8 100   島根 96,640 96,672 31 18,990 18,799 ▲ 191 ▲ 1.0 101   

栃木 323,425 336,843 13,418 60,001 61,445 1,444 2.4 101   岡山 167,350 174,052 6,702 31,820 32,684 864 2.7 101   

群馬 81,860 83,789 1,929 16,570 16,780 210 1.3 101   広島 132,980 133,421 441 25,430 25,452 22 0.1 100   

埼玉 161,040 169,202 8,162 32,745 34,866 2,121 6.5 98    山口 113,810 115,379 1,569 22,580 22,371 ▲ 209 ▲ 0.9 102   

千葉 259,512 318,181 58,669 48,692 59,768 11,076 22.7 100   徳島 60,850 60,993 143 12,840 13,217 377 2.9 98    

東京 788 700 ▲ 88 192 165 ▲ 27 ▲ 13.9 103   香川 73,550 70,368 ▲ 3,182 14,740 14,544 ▲ 196 ▲ 1.3 97    

神奈川 14,890 16,500 1,610 3,040 3,212 172 5.7 104   愛媛 76,900 76,855 ▲ 45 15,440 15,280 ▲ 160 ▲ 1.0 101   

新潟 562,383 581,488 19,105 104,375 108,094 3,720 3.6 100   高知 52,800 58,965 6,165 11,500 12,856 1,356 11.8 100   

富山 196,583 201,151 4,569 36,742 36,530 ▲ 212 ▲ 0.6 103   福岡 191,750 191,896 146 38,430 38,102 ▲ 329 ▲ 0.9 101   

石川 131,635 133,443 1,808 25,408 25,232 ▲ 176 ▲ 0.7 102   佐賀 142,080 139,931 ▲ 2,149 26,975 26,379 ▲ 596 ▲ 2.2 101   

福井 133,510 133,822 312 25,820 25,623 ▲ 196 ▲ 0.8 101   長崎 65,800 66,494 694 13,820 13,735 ▲ 85 ▲ 0.6 102   

山梨 28,890 28,626 ▲ 264 5,277 5,255 ▲ 22 ▲ 0.4 100   熊本 202,020 193,553 ▲ 8,467 39,230 37,348 ▲ 1,882 ▲ 4.8 101   

長野 203,217 203,726 509 32,640 33,677 1,038 3.2 97    大分 123,860 116,954 ▲ 6,906 24,620 23,411 ▲ 1,209 ▲ 4.9 99    

岐阜 120,650 118,493 ▲ 2,157 24,720 24,473 ▲ 247 ▲ 1.0 99    宮崎 100,130 92,091 ▲ 8,039 20,230 18,834 ▲ 1,397 ▲ 6.9 98    

静岡 87,430 92,171 4,741 16,780 17,153 373 2.2 103   鹿児島 117,020 114,757 ▲ 2,263 24,430 23,490 ▲ 940 ▲ 3.8 101   

愛知 142,540 152,626 10,086 28,110 29,951 1,841 6.5 101   沖縄 3,090 2,540 ▲ 550 1,000 921 ▲ 79 ▲ 7.9 89    

三重 150,620 146,284 ▲ 4,336 30,126 29,931 ▲ 195 ▲ 0.6 98    

注１：①は県間調整後の数値。

注２：②の実生産量は、統計部公表の収穫量から備蓄米、加工用米及び新規需要米集荷実績数量を除いた値。

注３：④は統計部公表値の水稲作付面積から加工用米・新規需要米等面積を除いた数値。

注４：新規需要米等面積は、新規需要米認定面積のほか、新規需要米扱いとなっていない青刈り分を含む。

注５：ラウンドの関係で内訳と合計が一致しない場合がある。

作況
指数②－①

①を面積換算
したもの

都道府県
名

生産数量
目標

実生産量 実作付面積 ④-③ ④/③-1
都道府県

名
生産数量

目標
実生産量

②－①

①を面積換算
したもの

実作付面積 ④-③ ④/③-1
作況
指数

【２４年産】

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥

ﾄﾝ ﾄﾝ ﾄﾝ ha ha ha ％ ﾄﾝ ﾄﾝ ﾄﾝ ha ha ha ％

全国 793万 821万 28万 150.0万 152.4万 2.4万 1.6 102

北海道 584,300 621,800 37,500 109,200 108,700 ▲ 500 ▲ 0.5 107 滋賀 171,190 170,300 ▲ 890 33,100 32,200 ▲ 900 ▲ 2.7 102

青森 259,570 279,800 20,230 44,700 45,200 500 1.1 106 京都 79,880 79,900 20 15,700 15,400 ▲ 300 ▲ 1.9 102

岩手 282,470 292,900 10,430 53,100 52,400 ▲ 700 ▲ 1.3 105 大阪 27,200 28,700 1,500 5,500 5,670 170 3.1 102

宮城 369,145 387,400 18,255 69,600 69,300 ▲ 300 ▲ 0.4 105 兵庫 189,470 188,300 ▲ 1,170 37,600 37,500 ▲ 100 ▲ 0.3 100

秋田 444,674 450,400 5,726 77,600 78,600 1,000 1.3 100 奈良 43,570 48,100 4,530 8,500 9,200 700 8.2 102

山形 369,062 380,500 11,438 62,100 63,000 900 1.4 102 和歌山 36,380 37,400 1,020 7,350 7,430 80 1.1 102

福島 357,216 367,600 10,384 66,500 66,000 ▲ 500 ▲ 0.8 104 鳥取 71,640 73,300 1,660 13,900 13,900 0 0.0 103

茨城 351,830 399,600 47,770 67,400 74,000 6,600 9.8 103 島根 96,340 98,100 1,760 18,900 18,900 0 0.0 102

栃木 321,510 331,300 9,790 59,500 60,900 1,400 2.4 101 岡山 165,520 169,200 3,680 31,500 32,100 600 1.9 100

群馬 82,090 85,300 3,210 16,600 16,800 200 1.2 103 広島 133,880 137,400 3,520 25,600 25,500 ▲ 100 ▲ 0.4 103

埼玉 158,710 168,600 9,890 32,300 34,700 2,400 7.4 99 山口 114,360 114,300 ▲ 60 22,700 22,500 ▲ 200 ▲ 0.9 101

千葉 256,700 328,400 71,700 48,200 59,500 11,300 23.4 104 徳島 59,720 62,500 2,780 12,600 13,100 500 4.0 101

東京 840 670 ▲ 170 200 161 ▲ 39 ▲ 19.5 101 香川 72,450 72,600 150 14,500 14,400 ▲ 100 ▲ 0.7 101

神奈川 14,870 15,800 930 3,030 3,210 180 5.9 100 愛媛 76,260 74,500 ▲ 1,760 15,300 15,200 ▲ 100 ▲ 0.7 98

新潟 554,993 598,700 43,707 103,200 107,300 4,100 4.0 104 高知 51,560 57,500 5,940 11,200 12,800 1,600 14.3 98

富山 196,479 194,600 ▲ 1,879 36,700 36,300 ▲ 400 ▲ 1.1 100 福岡 190,950 185,700 ▲ 5,250 38,300 37,900 ▲ 400 ▲ 1.0 98

石川 131,041 132,000 959 25,300 25,100 ▲ 200 ▲ 0.8 101 佐賀 141,300 134,400 ▲ 6,900 26,800 26,400 ▲ 400 ▲ 1.5 97

福井 132,880 131,800 ▲ 1,080 25,700 25,400 ▲ 300 ▲ 1.2 100 長崎 65,710 63,600 ▲ 2,110 13,800 13,600 ▲ 200 ▲ 1.4 98

山梨 28,660 28,300 ▲ 360 5,240 5,230 ▲ 10 ▲ 0.2 99 熊本 200,160 188,400 ▲ 11,760 38,900 37,600 ▲ 1,300 ▲ 3.3 97

長野 203,650 205,000 1,350 32,700 33,600 900 2.8 98 大分 123,640 115,400 ▲ 8,240 24,600 23,500 ▲ 1,100 ▲ 4.5 98

岐阜 120,320 120,000 ▲ 320 24,700 24,400 ▲ 300 ▲ 1.2 101 宮崎 100,940 89,400 ▲ 11,540 20,300 18,900 ▲ 1,400 ▲ 6.9 95

静岡 86,780 89,300 2,520 16,700 17,000 300 1.8 101 鹿児島 116,960 107,600 ▲ 9,360 24,300 23,200 ▲ 1,100 ▲ 4.5 96

愛知 141,180 151,000 9,820 27,900 29,600 1,700 6.1 101 沖縄 3,070 2,700 ▲ 370 990 905 ▲ 85 ▲ 8.6 96

三重 148,840 150,600 1,760 29,800 29,700 ▲ 100 ▲ 0.3 101

注１：①は県間調整後の数値。

　 ２：②、④及び⑥は、それぞれ統計部公表の平成24年10月15日現在の予想収穫量（主食用）、主食用作付見込面積及び作況指数。

 　３：③の都道府県欄は、原数が7桁以上の場合は3桁目を、6桁及び5桁の場合は2桁目を、4桁の場合は1桁目を四捨五入した値。

 　４：ラウンドの関係で内訳と合計が一致しない場合がある。

都道府県名
生産数量

目標
実生産量 ②－①

①を面積換算
したもの

実作付面積
過剰作付面積

④－③
④/③-1

作況
指数

過剰作付面積
④－③

④/③-1
作況
指数

都道府県名
生産数量

目標
実生産量 ②－①

①を面積換算
したもの

実作付面積
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（参考５）平成26年産米の都道府県別需給調整の取組状況（参考５）平成26年産米の都道府県別需給調整の取組状況

（参考４）平成25年産米の都道府県別需給調整の取組状況（参考４）平成25年産米の都道府県別需給調整の取組状況
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（参考７）平成28年産米の都道府県別需給調整の取組状況（参考７）平成28年産米の都道府県別需給調整の取組状況

（参考６）平成27年産米の都道府県別需給調整の取組状況（参考６）平成27年産米の都道府県別需給調整の取組状況
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(6) 経営所得安定対策の実施状況(6) 経営所得安定対策の実施状況

加入件数
経営形態別

個人 法人 集落営農

平成19年度
水田・畑作経営所得安定対策
（ゲタ・ナラシ対策）

72,431 63,415 3,630 5,386

平成20年度
水田・畑作経営所得安定対策
（ゲタ・ナラシ対策）

84,274 74,540 4,079 5,655

平成21年度
水田・畑作経営所得安定対策
（ゲタ・ナラシ対策）

85,233 75,161 4,396 5,676

平成22年度

戸別所得補償モデル対策

1,163,090 1,149,505 6,187 7,398

水田・畑作経営所得安定対策
（ゲタ・ナラシ対策）

83,492 73,395 4,611 5,486

平成23年度

戸別所得補償制度

1,150,159 1,135,010 7,563 7,586

水田・畑作経営所得安定対策
（ナラシ対策）

73,886 65,004 4,293 4,589

平成24年度

戸別所得補償制度

1,118,436 1,102,643 8,330 7,463

水田・畑作経営所得安定対策
（ナラシ対策）

69,774 61,149 4,407 4,218

平成25年度

経営所得安定対策

1,072,123 1,055,741 9,088 7,294

水田・畑作経営所得安定対策
（ナラシ対策）

67,073 58,394 4,687 3,992

平成26年度

経営所得安定対策

1,005,541 988,678 9,752 7,111

水田・畑作経営所得安定対策
（ナラシ対策）

69,741 60,429 5,457 3,855

平成27年度

経営所得安定対策

977,998 960,219 10,582 7,197

水田・畑作経営所得安定対策
（ナラシ対策）

112,089 100,283 7,258 4,548

資料：農林水産省 「食糧部会資料」、「経営所得安定対策等の加入申請状況について」をもとに作成。
注１：平成22年度の戸別所得補償モデル対策および平成23年度の戸別所得補償制度は要件を満たした加入件数。
注２：平成27年度は申請件数。

米戸別所得補償モデル事業
水田利活用自給力向上事業

米の所得補償交付金

水田活用の所得補償交付金
畑作物の所得補償交付金

米の所得補償交付金

水田活用の所得補償交付金
畑作物の所得補償交付金

水田・畑作経営所得安定対策、農業者戸別所得補償制度、経営所得安定対策の加入件数

米の直接支払交付金

水田活用の直接支払交付金
畑作物の直接支払交付金

米の直接支払交付金

水田活用の直接支払交付金
畑作物の直接支払交付金

米の直接支払交付金

水田活用の直接支払交付金
畑作物の直接支払交付金
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米の所得補償交付金 水田活
用の所
得補償
交付金

畑作物の
所得補償
交付金

加算
交付金

内訳

（定額
部分）

（変動
部分）

規模拡
大加算

再生利
用加算

緑肥輪
作加算

平成22年度 1,529 1,539 1,890 (注2)- - - - -

平成23年度 1,533 - 2,218 1,578 36 34 0.6 1.8

平成24年度 1,552 - 2,223 1,781 47 43 1.2 2.3

（参考）農業者戸別所得補償制度・経営所得安定対策の全国の支払実績

資料：農林水産省「農業者戸別所得補償制度の支払実績について」をもとに作成。
注1：平成22年度は戸別所得補償モデル対策の支払額である。
注2：畑作物の所得補償交付金は平成23年度から実施したものであり、平成22年度は水田・畑作経営

所得安定対策が実施され、生産条件不利補正交付金1,271億円が支払われている。

米の直接支払交付金 水田活用の直
接支払交付金

畑作物の直接
支払交付金

再生利用
交付金

(定額部分) (変動部分)

平成24年度 1,552 - 2,223 1,781 1.2

平成25年度 1,559 - 2,161 1,675 1.9

平成26年度 747 - 2,498 1,859 7.9

平成27年度 715 - 3,048 2,113 -

資料：農林水産省「経営所得安定対策等の支払実績について」をもとに作成。
注：平成24年度の戸別所得補償制度の支払額（5,603億円）には規模拡大加算（43億円）が含まれて

いたが、平成25年度には経営所得安定対策と別対策の規模拡大交付金として実施したため、平
成24年度の支払実績からこの分（43億円）を除いている。
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【大阪コメ】
受渡実績：４，１３０トン

注１：平成29年5月末までの累積値。
注２：玄米重量は１トン未満を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

【平成23年８月８日以降の累積値】

【東京コメ・大阪コメ・新潟コシ合計】

(1) 産地別受渡実績（平成23年8月8日～平成29年5月31日）(1) 産地別受渡実績（平成23年8月8日～平成29年5月31日）

５．現物受渡しの状況

東京コメ 大阪コメ 新潟コシ 合計

玄米数量 9,371トン 4,130トン 5トン 13,506トン
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【東京コメ】
受渡実績：９，３７１トン

44.7%

11.6%
10.8%

7.9%

4.1%

4.0%

3.7% 13.2%
福島県産

埼玉県産

茨城県産

新潟県産

徳島県産

岩手県産

千葉県産

その他

福島県産

コシヒカリ 33.4%

新潟県産

コシヒカリ

8.8%
栃木県産

あさひの夢

6.0%
青森県産

まっしぐら

5.1%

茨城県産

コシヒカリ

4.7%

茨城県産

チヨニシキ

4.0%

その他 37.9%

37.3%

11.1%10.8%

9.7%

9.5%

7.0%

3.3% 11.4%

福島県産

茨城県産

栃木県産

新潟県産

青森県産

埼玉県産

山形県産

その他

【新潟コシ】
受渡実績：５トン 新潟県産：１００％



(2) 年産別受渡実績（平成23年8月8日～平成29年5月31日）(2) 年産別受渡実績（平成23年8月8日～平成29年5月31日）

83.7%

12.1%

4.1%

福島県産コシヒカリ

新潟県産コシヒカリ

その他

【24年産】 997トン

【25年産】 2,513トン

【23年産】 3,408トン

37.8%

21.7%
7.0%

4.9%

3.4%

2.9%
2.4%

20.0%
福島県産コシヒカリ

青森県産まっしぐら

茨城県産コシヒカリ

徳島県産コシヒカリ

北海道産きらら397

福島県産チヨニシキ

千葉県産コシヒカリ

その他
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61.7%
15.3%

8.4%

4.8%

2.7%
2.1%

4.9% 新潟県産コシヒカリ

福島県産コシヒカリ

秋田県産あきたこまち

石川県産コシヒカリ

茨城県産コシヒカリ

岩手県産ひとめぼれ

その他



(2) 年産別受渡実績（平成23年8月8日～平成29年5月31日）(2) 年産別受渡実績（平成23年8月8日～平成29年5月31日）

【26年産】 2,995トン

20.8%

14.4%

7.5%

5.6%5.6%4.2%
2.7%

2.5%
2.5%

2.3%
2.2%

29.8%

栃木県産あさひの夢

茨城県産チヨニシキ

福島県産コシヒカリ

茨城県産あきたこまち

青森県産つがるロマン

福島県産チヨニシキ

青森県産まっしぐら

茨城県産コシヒカリ

福島県産天のつぶ

埼玉県産あきたこまち

埼玉県産コシヒカリ

その他

13.5%

12.1%

8.6%

8.1%

5.2%

4.6%4.5%
4.0%

3.8%
3.0%

32.6%

福島県産コシヒカリ

茨城県産コシヒカリ

福島県産チヨニシキ

福島県産天のつぶ

山形県産はえぬき

埼玉県産彩のかがやき

茨城県産チヨニシキ

埼玉県産彩のきずな

埼玉県産コシヒカリ

栃木県産とちぎの星

その他

【28年産】 1,209トン

【27年産】 2,383トン
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17.9%

11.9%

9.2%

8.3%

8.3%
6.0%

5.0%

4.0%

29.6%

埼玉県産コシヒカリ

栃木県産あさひの夢

栃木県産コシヒカリ

群馬県産あさひの夢

新潟県産コシヒカリ

埼玉県産あさひの夢

青森県産まっしぐら

埼玉県産彩のかがやき

その他



(3) 受渡種類別受渡実績（平成23年8月8日～平成29年5月31日）(3) 受渡種類別受渡実績（平成23年8月8日～平成29年5月31日）

【東京コメ・大阪コメ・新潟コシ合計】

期日受渡し 早受渡し 合意早受渡し 合計

東京コメ・大阪コメ・
新潟コシ合計

7,518トン 1,344トン 4,644トン 13,506トン
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(4) 米穀と他の農産物商品の受渡比率（平成28年）(4) 米穀と他の農産物商品の受渡比率（平成28年）

(5) 米穀と過去の新規上場商品の受渡比率(5) 米穀と過去の新規上場商品の受渡比率

米穀（東京コメ・大阪コメ）
（平成28年）

とうもろこし
（平成9年）

アラビカコーヒー生豆
（平成15年）

Non-GMO大豆
（平成17年）

a.出来高（枚数） 371,758 13,840,721 5,019,572 10,964,812

b.受渡高（枚数） 367 987 505 1,526

受渡高／出来高（b／a） 0.1% 0.01% 0.01% 0.01%

注１：新規上場後５年目の数値。
注２：とうもろこし、アラビカコーヒー生豆及びNon-GMO大豆は、東京穀物商品取引所の出来高。

米穀（東京コメ・大阪コメ） とうもろこし 一般大豆 小豆

a.出来高（枚数） 371,758 385,035 123,439 19,594

b.現物換算量（ｔ） 2,913,735 19,251,750 3,068,050 47,026

c.受渡高（枚数） 367 1,019 120 135

d.現物換算量（ｔ） 2,293 50,950 2,490 324

e.現物流通量（ｔ） 6,082,000 10,229,804 2,272,756 49,794

受渡高／出来高（c／a） 0.10% 0.26% 0.10% 0.69%

現物換算量／現物流通量（d／e） 0.04% 0.50% 0.11% 0.65%

注１：コメの現物流通量は、28年産米の出荷・販売数量が現時点で公表されていないため、平成23年産から27年産の５カ年平均により算出。

注２：とうもろこしの現物流通量は、財務省「貿易統計」に基づく輸入量。

注３：一般大豆の現物流通量は、農林水産省「月別油糧生産実績表」に基づく輸入大豆の原料処理量。

注４：小豆の現物流通量は、「作物統計」（収穫量）と「貿易統計」（輸入量）の合計。

注５：とうもろこし、一般大豆、及び小豆の出来高は東京商品取引所の出来高。

45



（単位：%）

順位
平成23年

8月
平成24年

5月
平成25年

5月
平成26年

5月
平成27年

5月
平成28年

5月
平成29年

5月

1 Ｒ社 68.7 Ｒ社 62.9 Ｒ社 66.8 Ｒ社 73.3 Ｒ社 16.7 Ｅ社 18.3 Ｒ社 27.3

2 Ｑ社 6.2 Ｑ社 25.2 Ｅ社 11.9 Ｅ社 11.7 Ｅ社 14.8 Ｒ社 14.7 Ｅ社 21.5

3 Ｗ社 5.7 Ｗ社 3.8 Ｐ社 6.2 Ｐ社 7.7 Ｗ社 13.5 Ｂ社 13.6 Ｆ社 16.4

６．取引参加者の状況

(1) 取引所会員別の出来高シェア、自己取引・委託取引の割合(1) 取引所会員別の出来高シェア、自己取引・委託取引の割合

東京コメ 大阪コメ

(2) 現物受渡数量の取引所会員別シェア
（平成29年5月末までの累積値）

(2) 現物受渡数量の取引所会員別シェア
（平成29年5月末までの累積値）

○建玉の自己取引、委託取引の割合 （平成29年5月末現在）

注：自己取引とは、商品先物取引業者が自己資金で行う売買であり、委託取引とは、商品先物取引業者が顧客から委託を受けて、
当該顧客の資金で行う売買をいう。

○取引所会員別の出来高シェア （上位３位）

自己 委託 総取組高

枚数 割合 枚数 割合 枚数 割合

東京コメ・大阪コメ・
新潟コシ合計

10,700 40.1% 15,956 59.9% 26,656 100.0%
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受け方 渡し方

会員
重量
(t)

シェア 会員
重量
(t)

シェア

A 1,730 41.9% A 1,346 32.6%

B 3 0.1% B 3 0.1%

E 36 0.9% E 51 1.2%

P 66 1.6% P 165 4.0%

Q 3 0.1% Q 6 0.1%

R 2,019 48.9% R 1,158 28.0%

W 273 6.6% W 1,401 33.9%

合計 4,130 100.0% 合計 4,130 100.0%

受け方 渡し方

会員
重量
(t)

シェア 会員
重量
(t)

シェア

A 237 2.5% A 117 1.3%

D 60 0.6% D 12 0.1%

F 12 0.1% P 432 4.6%

O 72 0.8% Q 120 1.3%

P 324 3.5% R 6,074 64.8%

Q 180 1.9% W 2,616 27.9%

R 7,034 75.1%

W 1,452 15.5%

合計 9,371 100.0% 合計 9,371 100.0%

新潟コシ

受け方 渡し方

会員
重量
(t)

シェア 会員
重量
(t)

シェア

R 5 100.0% R 5 100.0%



(3) 建玉に占める当業者・非当業者の割合（平成29年5月までの平均）(3) 建玉に占める当業者・非当業者の割合（平成29年5月までの平均）

○取引参加者の割合

【外側】 総建玉に占める当業者・非当業者の割合

当業者（総建玉ベース）

非当業者（総建玉ベース）

【内側】 期近限月に占める当業者・非当業者の割合

非当業者（期近ベース）

当業者（期近ベース）

東京コメ 大阪コメ

注：総建玉に占める当業者・非当業者の割合は、平成23年８月以降の各月末平均値。
期近限月に占める当業者・非当業者の割合は、平成23年12月以降の各月末平均値。

（参考）シカゴ商品取引所における当業者建玉割合（CFTC建玉明細、平成29年5月23日時点）

小麦 14.0％ 、 とうもろこし 28.4％ 、 大豆 35.3％

(4) 海外からの取引参加状況（平成23年８月８日以降の累積値）(4) 海外からの取引参加状況（平成23年８月８日以降の累積値）

注１：東京穀物商品取引所において取引を行った海外の商品先物取引業者（外国において商品先物取引法第190条第
１項の規定による許可に相当する許可を受けている者又はこれに準ずる者）のうち、取引所において把握している
者の出来高である。

注２：大阪堂島商品取引所においては、平成29年5月31日現在、海外の商品先物取引業者のうち、取引所において把
握している者の取引実績はない。

米国 シンガポール 合 計

売 137 128 265

買 138 128 266

（単位：枚）

コメ とうもろこし 一般大豆 小豆

当業者 非当業者 当業者 非当業者 当業者 非当業者 当業者 非当業者

（各月末時点の割合の平均値） 17.7% 82.3% 24.7% 75.3% 26.4% 73.6% 63.7% 36.3%

新潟コシ
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59.5%40.5%

16.5%

83.5%

44.8%55.2%

17.1%

82.9%

96.0%

4.0% 35.8%

64.2%



７．価格の推移

(1) 先物価格の推移（期先価格）(1) 先物価格の推移（期先価格）

注１：東京コメは平成27年９月限までは茨城・栃木・千葉コシヒカリ、平成27年10月限以降は栃木・群馬あさひの夢、埼玉彩のかがやき、千葉ふさおとめ・ふさこがね、
大阪コメは平成27年９月限までは石川・福井コシヒカリ、平成27年10月限以降は滋賀・三重コシヒカリ、新潟コシは新潟コシヒカリを標準品とした取引価格。な
お、東京コメの平成26年10月限（平成26年産）以降については、受渡供用品が全国の全ての産地品種銘柄に拡大され、産地品種銘柄間の格差はない。いずれ
も１等、消費税抜き、運賃及び包装代を含む。

注２：期先限月とは、現物受渡しや売買取引の期限が、その時点から最も先となる月。
注３：東京コメは、旧・東京穀物商品取引所で取引が開始され、平成25年２月に大阪堂島商品取引所に移管。大阪コメは、旧・関西商品取引所（現・大阪堂島商品取

引所）で取引を開始。

(2) 相対取引価格（農林水産省公表）の推移(2) 相対取引価格（農林水産省公表）の推移

資料：農林水産省「米穀の取引に関する報告」をもとに作成。
注１：価格には、運賃、包装代、消費税相当額が含まれている。
注２：全銘柄平均価格は、産地銘柄ごとの価格を前年度検査数量ウェイトで加重平均した価格である。
注３：先物取引の試験上場では、東京コメは平成27年９月限までは茨城・栃木・千葉コシヒカリ、平成27年10月限以降は栃木・群馬あさひの夢、埼

玉彩のかがやき、千葉ふさおとめ・ふさこがね、大阪コメは平成27年９月限までは石川・福井コシヒカリ、平成27年10月限以降は滋賀・三重コシ

ヒカリ、新潟コシは新潟コシヒカリを標準品として取引されている。なお、東京コメの平成26年10月限（平成26年産）以降については、受渡供用
品が全国の全ての産地品種銘柄に拡大されている。

（単位：円/60kg）
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5,000

10,000

15,000

20,000

東京コメ（26年9月限以前） 東京コメ（26年10月限～27年9月限以前）

東京コメ（27年10月限以降） 大阪コメ（27年9月限以前）

大阪コメ（27年10月限以降） 新潟コシ （単位：円/玄米60kg）

大阪コメ
29年産

新甫発会

東京コメ
29年産

新甫発会

東京コメ
24年産

新甫発会

大阪コメ
25年産

新甫発会

東京コメ
25年産

新甫発会

東京コメ
26年産

新甫発会

大阪コメ
26年産

新甫発会

東京コメ
27年産

新甫発会

大阪コメ
27年産

新甫発会

東京コメ
28年産

新甫発会

大阪コメ
28年産

新甫発会

新潟コシ
29年産

新甫発会

大阪コメ
24年産

新甫発会

6,000
7,000
8,000
9,000
10,000
11,000
12,000
13,000
14,000
15,000
16,000
17,000
18,000
19,000
20,000

新潟コシヒカリ（一般）

福島コシヒカリ（中通り）

栃木コシヒカリ

全銘柄平均

石川コシヒカリ

22年産

23年産 24年産 25年産 26年産

栃木あさひの夢

滋賀コシヒカリ

埼玉彩のかがやき

27年産

28年産



(3) 市中現物価格（米穀データバンク）の推移(3) 市中現物価格（米穀データバンク）の推移

資料:株式会社米穀データバンク「米穀市況速報」をもとに作成。
注:東京・大阪着値（税抜き）の単純平均価格（運賃、包装代含む。）。

49

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000
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13,000

14,000
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18,000

19,000
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1011121 2 3 4 5 6 7 8 91011121 2 3 4 5 6 7 8 91011121 2 3 4 5 6 7 8 91011121 2 3 4 5 6 7 8 9101112 1 2 3 4 5 6 7 8 91011121 2 3 4 5

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

(単位：円/俵）
茨城コシヒカリ 栃木コシヒカリ
千葉コシヒカリ 石川コシヒカリ
福井コシヒカリ 新潟一般コシヒカリ
福島中通りコシヒカリ 青森まっしぐら
栃木あさひの夢 千葉ふさおとめ
千葉ふさこがね 滋賀コシヒカリ
三重コシヒカリ



(4) 穀物等の国際価格の動向(4) 穀物等の国際価格の動向

資料：農林水産省「海外食料需給レポート（Monthly Report:５月）」（平成29年5月31日）
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(5) 米穀と他の商品の価格関連データ(5) 米穀と他の商品の価格関連データ

注：平成23年8月8日～平成29年5月31日までの期先限月の終値ベース。 51

①最高終値 ②最安終値
①最高終値

／②最安終値
価格変動率

（ボラティリティ）

東京コメ
（玄米60ｋｇ）

23年産 16,000 13,650 117% 16.48%

24年産 16,500 14,420 114% 11.84%

25年産 14,780 10,220 145% 9.48%

26年産 9,680 7,250 134% 13.76%

27年産 12,700 8,980 141% 8.37%

28年産 13,200 11,910 111% 6.11%

29年産 13,160 12,950 102% 3.16%

期間中 16,500 7,250 228% 11.70%

大阪コメ
（玄米60ｋｇ）

23年産 18,910 14,150 134% 18.57%

24年産 17,290 14,560 119% 10.95%

25年産 16,200 10,960 148% 11.29%

26年産 11,280 9,490 119% 7.56%

27年産 12,510 10,840 115% 7.96%

28年産 13,490 12,310 110% 6.02%

29年産 13,550 13,310 102% 2.22%

期間中 18,910 9,490 199% 11.80%

新潟コシ
（玄米60ｋｇ）

28年産 14,690 13,700 107% 4.52%

29年産 15,650 14,140 111% 9.00%

期間中 15,650 13,700 114% 7.11%

東京小豆
（30ｋｇ）

23年産 13,210 11,240 118% 11.41%

24年産 12,800 11,670 110% 11.54%

25年産 12,460 10,300 121% 9.57%

26年産 10,870 8,700 125% 9.27%

27年産 9,150 7,650 120% 13.94%

28年産 12,030 9,350 129% 16.78%

期間中 13,210 7,650 173% 12.82%

東京・とうもろこし
（1,000ｋｇ）

29,990 18,900 159% 18.08%

東京・一般大豆
（1,000ｋｇ）

57,710 36,610 158% 16.49%

東京・金
（1ｇ）

5,079 3,836 132% 16.51%

東京・原油
（1ｋｌ）

71,250 19,710 361% 38.97%

東京・ゴム
（１ｋｇ）

375.4 146.9 256% 32.13%



(6) １日の取引開始から終了までの価格変動率(6) １日の取引開始から終了までの価格変動率
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平均値 中央値 最大値 最小値

東京コメ
（玄米60ｋｇ）

23年産 0.88% 0.65% 11.57% 0.00%

24年産 0.25% 0.00% 3.81% 0.00%

25年産 0.24% 0.07% 3.60% 0.00%

26年産 0.32% 0.00% 4.00% 0.00%

27年産 0.23% 0.00% 3.52% 0.00%

28年産 0.07% 0.00% 2.40% 0.00%

29年産 0.07% 0.00% 1.00% 0.00%

期間中 0.32% 0.00% 11.57% 0.00%

大阪コメ
（玄米60ｋｇ）

23年産 0.49% 0.26% 3.55% 0.00%

24年産 0.24% 0.00% 4.16% 0.00%

25年産 0.22% 0.00% 8.01% 0.00%

26年産 0.21% 0.00% 4.45% 0.00%

27年産 0.24% 0.08% 2.29% 0.00%

28年産 0.12% 0.00% 2.49% 0.00%

29年産 0.04% 0.00% 0.75% 0.00%

期間中 0.25% 0.00% 8.01% 0.00%

新潟コシ
（玄米60ｋｇ）

28年産 0.11% 0.00% 2.03% 0.00%

29年産 0.32% 0.07% 2.15% 0.00%

期間中 0.22% 0.00% 2.15% 0.00%

東京小豆
（30ｋｇ）

23年産 0.91% 0.68% 7.36% 0.00%

24年産 0.67% 0.50% 5.88% 0.00%

25年産 0.72% 0.48% 7.15% 0.00%

26年産 0.69% 0.37% 15.65% 0.00%

27年産 1.12% 0.64% 12.90% 0.00%

28年産 0.73% 0.41% 8.88% 0.00%

期間中 0.81% 0.51% 15.65% 0.00%

東京・とうもろこし
（1,000ｋｇ）

1.46% 1.24% 18.37% 0.00%

東京・一般大豆
（1,000ｋｇ）

1.28% 1.07% 16.08% 0.00%

東京・金
（1ｇ）

1.23% 1.04% 11.74% 0.02%

東京・原油
（1ｋｌ）

2.20% 1.70% 19.17% 0.00%

東京・ゴム
（１ｋｇ）

2.45% 2.19% 12.23% 0.00%

注１：平成23年8月8日～平成29年5月31日までのデータ（取引が成立しなかった日を除く。）をもとに作成。
注２：価格変動率は、日中の高値から安値を差し引き前場1節の値段又は始値で除して算出。
注３：コメについては、平成23年11～24年9月限までは23年産、平成24年10～25年9月限までは24年産、平成25年
10～26年9月限までは25年産、平成26年10月限～27年9月限までは26年産、平成27年10月限～28年9月限までは
27年産、平成28年10月限～29年9月限までは28年産、平成29年10月限以降は29年産。
注４：小豆については、平成23年11～24年10月限までは23年産、平成24年11～25年10月限までは24年産、平成
25年11～26年10月限までは25年産、平成26年11～平成27年10月限までは26年産、平成27年11月限～28年10月
限までは27年産、平成28年11月以降は28年産。



(7) 値幅制限等の発動状況（Ｈ23.8.8～Ｈ29.5.31）(7) 値幅制限等の発動状況（Ｈ23.8.8～Ｈ29.5.31）

○東京コメ（サーキットブレーカー（平成25年2月8日まで））

（注）平成24年
１月４日より、
CB運用方法を
変更。

年月（営業日数） 発動数 発動日数
1日平均
発動回数

平成23年８月（18日） 68回 13日 3.78回

９月（20日） ８回 ８日 0.40回

10月（20日） ２回 ２日 0.10回

11月（20日） ５回 ５日 0.25回

12月（21日） １回 １日 0.05回

平成24年１月（19日） ７回 ２日 0.37回

２月（21日） ０回 ０日 0.00回

３月（21日） ０回 ０日 0.00回

４月（20日） 27回 10日 1.35回

５月（21日） 41回 15日 1.95回

６月（21日） 10回 ９日 0.48回

７月（21日） 11回 10日 0.52回

８月（23日） ７回 ７日 0.30回

９月（19日） ８回 ７日 0.42回

10月（22日） ２回 ２日 0.09回

11月（21日） ６回 ４日 0.19回

12月（19日） １回 １日 0.05回

平成25年１月（19日） ６回 ５日 0.32回

２月（６日） １回 １日 0.17回

注１：平成23年12月30日まではサーキットブレーカー（ＣＢ）発動回数。平成24年１月４日から平成25年２月８日までは、ＣＢが発動した限月数。
注２：ＣＢとは、値動きが一定幅に達した場合に、取引を一時停止し、市場の過熱を抑える仕組み。
注３：東京コメでは、平成23年12月30日までは、１つの限月でＣＢが発動された場合、自動的に全ての限月でＣＢが発動されていたが、平成24年１月４日からは、値段が

±600円（ただし、１回目は±300円）上昇又は下降した限月に限定してＣＢが発動する方式に変更。併せて、取引の停止時間を10分間から５分間に短縮。
注４：ＣＢ・値幅制限の幅、適用・解除時期は商品ごとに異なり、ＣＢ・値幅制限の幅については、商品の値動き等を勘案し、変更することがあり得る。また、異常な価格変動

が生じた場合等は、商品先物取引法第118条第２号の規定に基づく主務大臣の命令により制限幅を変更。
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年月（営業日数） 制限到達回数 制限到達日数 1日平均到達回数

平成25年２月（13日） ０回 ０日 0.00回

３月（20日） ０回 ０日 0.00回

４月（21日） ０回 ０日 0.00回

５月（21日） ０回 ０日 0.00回

６月（20日） ３回 １日 0.15回

７月（22日） １回 １日 0.05回

８月（22日） ８回 ３日 0.36回

９月（19日） ０回 ０日 0.00回

10月（22日） ０回 ０日 0.00回

11月（20日） ０回 ０日 0.00回

12月（20日） ０回 ０日 0.00回

平成26年１月（19日） ０回 ０日 0.00回

２月（19日） ０回 ０日 0.00回

３月（20日） ３回 ３日 0.15回

４月（21日） １回 １日 0.05回

５月（20日） ０回 ０日 0.00回

６月（21日） ０回 ０日 0.00回

７月（22日） ２回 ２日 0.09回

８月（21日） ３回 ２日 0.14回

９月（20日） １回 １日 0.05回

10月（22日） ０回 ０日 0.00回

11月（18日） ０回 ０日 0.00回

12月（21日） ０回 ０日 0.00回

平成27年１月（19日） ０回 ０日 0.00回

２月（19日） ０回 ０日 0.00回

３月（22日） ０回 ０日 0.00回

４月（21日） ０回 ０日 0.00回

５月（18日） ０回 ０日 0.00回

６月（22日） ０回 ０日 0.00回

７月（22日） ０回 ０日 0.00回

８月（21日） ０回 ０日 0.00回

９月（19日） ０回 ０日 0.00回

10月（21日） １回 １日 0.05回

11月（19日） ０回 ０日 0.00回

12月（21日） ０回 ０日 0.00回

平成28年１月（19日） ０回 ０日 0.00回

２月（20日） ０回 ０日 0.00回

３月（22日） ０回 ０日 0.00回

４月（20日） ０回 ０日 0.00回

５月（19日） ０回 ０日 0.00回

○東京コメ（値幅制限（平成25年2月12日～平成29年5月31日））

注１：終値が値幅制限に達した限月数を集計。
注２：値幅制限とは、値動きが一定幅に達した場合に、その上限を超える又は下限を下回る価格で取引を成立させない仕組み。

平成29年3月31日現在、東京コメ・大阪コメ・新潟コシの１日の値幅は、通常±300円/60kg（終値が制限値幅に達した限月が２以上ある場合は、±100円/60kgずつ拡大
し、最大で±500円/60kg以内。）。

注３：値幅制限の幅、適用・解除時期は商品ごとに異なり、値幅制限の幅については、商品の値動き等を勘案し、変更することがあり得る。また、異常な価格変動が生じた場
合等は、商品先物取引法第118条第２号の規定に基づく主務大臣の命令により制限幅を変更。
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○東京コメ（値幅制限）

注：本表の注意点は、前項の注釈を参照。
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年月（営業日数）
制限到達

回数

制限到達

日数

1日平均

到達回数

平成28年６月（22日） ０回 ０日 0.00回

７月（20日） ０回 ０日 0.00回

８月（22日） ０回 ０日 0.00回

９月（20日） ０回 ０日 0.00回

10月（20日） ０回 ０日 0.00回

11月（20日） ０回 ０日 0.00回

12月（21日） １回 １日 0.05回

平成29年１月（19日） ０回 ０日 0.00回

２月（20日） ０回 ０日 0.00回

３月（22日） ０回 ０日 0.00回

４月（20日） ０回 ０日 0.00回

５月（20日） ０回 ０日 0.00回



○大阪コメ（値幅制限）

年月（営業日数）
制限到達

回数
制限到達

日数
1日平均
到達回数

平成23年８月（18日） 19回 ９日 1.06回

９月（20日） 12回 ６日 0.60回

10月（20日） 10回 ５日 0.50回

11月（20日） ２回 ２日 0.10回

12月（21日） ０回 ０日 0.00回

平成24年１月（19日） ０回 ０日 0.00回

２月（21日） ０回 ０日 0.00回

３月（21日） ０回 ０日 0.00回

４月（20日） ８回 ３日 0.40回

５月（21日） 10回 ５日 0.48回

６月（21日） ４回 ４日 0.19回

７月（21日） ０回 ０日 0.00回

８月（23日） １回 １日 0.04回

９月（19日） ０回 ０日 0.00回

10月（22日） １回 １日 0.05回

11月（21日） ０回 ０日 0.00回

12月（19日） ０回 ０日 0.00回

平成25年１月（19日） １回 １日 0.05回

２月（19日） ０回 ０日 0.00回

３月（20日） １回 １日 0.05回

４月（21日） ２回 ２日 0.10回

５月（21日） ０回 ０日 0.00回

６月（20日） ０回 ０日 0.00回

７月（22日） １回 １日 0.05回

８月（22日） ９回 ５日 0.41回

９月（19日） １回 １日 0.05回

10月（22日） １回 １日 0.05回

11月（20日） ０回 ０日 0.00回

12月（20日） ０回 ０日 0.00回

平成26年１月（19日） ０回 ０日 0.00回

２月（19日） １回 １日 0.05回

３月（20日） １回 １日 0.05回

４月（21日） ０回 ０日 0.00回

５月（20日） ０回 ０日 0.00回

６月（21日） ０回 ０日 0.00回

７月（22日） ０回 ０日 0.00回

８月（21日） １回 １日 0.05回

９月（20日） ０回 ０日 0.00回

10月（22日） ０回 ０日 0.00回

11月（18日） ０回 ０日 0.00回

12月（21日） ０回 ０日 0.00回

平成27年１月（19日） ０回 ０日 0.00回

２月（19日） ０回 ０日 0.00回

３月（22日） ０回 ０日 0.00回

４月（21日） ０回 ０日 0.00回

注：本表の注意点は、前項の注釈を参照。
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○大阪コメ（値幅制限）

注：本表の注意点は、前項の注釈を参照。

○新潟コシ（値幅制限（平成28年10月21日～）

注：本表の注意点は、前項の注釈を参照。
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年月（営業日数）
制限到達

回数

制限到達

日数

1日平均

到達回数

平成27年５月（18日） ０回 ０日 0.00回

６月（22日） ０回 ０日 0.00回

７月（22日） ０回 ０日 0.00回

８月（21日） ０回 ０日 0.00回

９月（19日） ０回 ０日 0.00回

10月（21日） ０回 ０日 0.00回

11月（19日） ０回 ０日 0.00回

12月（21日） ０回 ０日 0.00回

平成28年１月（19日） ０回 ０日 0.00回

２月（20日） ０回 ０日 0.00回

３月（22日） ０回 ０日 0.00回

４月（20日） ０回 ０日 0.00回

５月（19日） ０回 ０日 0.00回

６月（22日） ０回 ０日 0.00回

７月（20日） ０回 ０日 0.00回

８月（22日） ０回 ０日 0.00回

９月（20日） ０回 ０日 0.00回

10月（20日） ０回 ０日 0.00回

11月（20日） ０回 ０日 0.00回

12月（21日） ０回 ０日 0.00回

平成29年１月（19日） ０回 ０日 0.00回

２月（20日） ０回 ０日 0.00回

３月（22日） ０回 ０日 0.00回

４月（20日） ０回 ０日 0.00回

５月（20日） ０回 ０日 0.00回

年月（営業日数）
制限到達

回数

制限到達

日数

1日平均

到達回数

10月（7日） ０回 ０日 0.00回

11月（20日） 1回 1日 0.05回

12月（21日） ０回 ０日 0.00回

平成29年１月（19日） 1回 1日 0.05回

２月（20日） ０回 ０日 0.00回

３月（22日） ０回 ０日 0.00回

４月（20日） ０回 ０日 0.00回

５月（20日） ０回 ０日 0.00回



○納会価格を基準とした先物価格の動き（限月別）○納会価格を基準とした先物価格の動き（限月別）

（納会価格＝100）

（納会価格＝100）

● 東京コメ

● 大阪コメ

(8) 先物取引の価格発見機能(8) 先物取引の価格発見機能
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50
60
70
80
90

100
110
120
130
140
150

23年11月限 23年12月限 24年1月限 24年2月限 24年3月限 24年4月限 24年5月限

24年6月限 24年7月限 24年8月限 24年9月限 24年10月限 24年11月限 24年12月限

25年1月限 25年2月限 25年3月限 25年4月限 25年5月限 25年6月限 25年7月限

25年8月限 25年9月限 25年10月限 25年11月限 25年12月限 26年1月限 26年2月限

26年3月限 26年4月限 26年5月限 26年6月限 26年7月限 26年8月限 26年9月限

26年10月限 26年11月限 26年12月限 27年1月限 27年2月限 27年3月限 27年4月限

27年5月限 27年6月限 27年7月限 27年8月限 27年9月限 27年10月限 27年11月限

27年12月限 28年1月限 28年2月限 28年3月限 28年4月限 28年5月限 28年6月限

28年7月限 28年8月限 28年9月限 28年10月限 28年11月限 28年12月限 29年1月限

29年2月限 29年3月限 29年4月限 29年5月限

50

60

70

80

90

100

110

120

130

140

150

23年11月限 23年12月限 24年1月限 24年2月限 24年3月限 24年4月限 24年5月限

24年6月限 24年7月限 24年8月限 24年9月限 24年10月限 24年11月限 24年12月限

25年1月限 25年2月限 25年3月限 25年4月限 25年5月限 25年6月限 25年7月限

25年8月限 25年9月限 25年10月限 25年11月限 25年12月限 26年1月限 26年2月限

26年3月限 26年4月限 26年5月限 26年6月限 26年7月限 26年8月限 26年9月限

26年10月限 26年11月限 26年12月限 27年1月限 27年2月限 27年3月限 27年4月限

27年5月限 27年6月限 27年7月限 27年8月限 27年9月限 27年10月限 27年11月限

27年12月限 28年1月限 28年2月限 28年3月限 28年4月限 28年5月限 28年6月限

28年7月限 28年8月限 28年9月限 28年10月限 28年11月限 28年12月限 29年1月限

29年2月限 29年3月限 29年4月限 29年5月限



○納会価格を基準とした先物価格の動き（限月別）○納会価格を基準とした先物価格の動き（限月別）

(8) 先物取引の価格発見機能(8) 先物取引の価格発見機能

59

東京コメ 大阪コメ 合計 東京コメ 大阪コメ 合計

取引日
80以上、
125以下

割合 取引日
80以上、
125以下

割合 取引日
80以上、
125以下

割合 取引日
80以上、
125以下

割合 取引日
80以上、
125以下

割合 取引日
80以上、
125以下

割合

23年11月限 70 70 100% 65 65 100% 135 135 100% 26年９月限 125 125 100% 127 127 100% 252 252 100%

12月限 91 91 100% 85 85 100% 176 176 100% 10月限 124 91 73% 125 125 100% 249 216 87%

24年１月限 110 110 100% 103 99 96% 213 209 98% 11月限 127 127 100% 126 126 100% 253 253 100%

２月限 122 122 100% 123 123 100% 245 245 100% 12月限 124 124 100% 125 125 100% 249 249 100%

３月限 121 121 100% 121 121 100% 242 242 100% 27年１月限 121 121 100% 121 121 100% 242 242 100%

４月限 124 124 100% 124 124 100% 248 248 100% ２月限 121 121 100% 122 122 100% 243 243 100%

５月限 121 45 37% 121 121 100% 242 166 69% ３月限 120 120 100% 118 118 100% 238 238 100%

６月限 123 123 100% 122 122 100% 245 245 100% ４月限 122 122 100% 121 121 100% 243 243 100%

７月限 125 125 100% 126 126 100% 251 251 100% ５月限 118 118 100% 118 118 100% 236 236 100%

８月限 125 125 100% 125 125 100% 250 250 100% ６月限 120 120 100% 120 120 100% 240 240 100%

９月限 127 127 100% 126 126 100% 253 253 100% ７月限 123 123 100% 124 124 100% 247 247 100%

10月限 124 124 100% 125 125 100% 249 249 100% ８月限 124 124 100% 123 123 100% 247 247 100%

11月限 129 129 100% 128 128 100% 257 257 100% ９月限 125 125 100% 127 127 100% 252 252 100%

12月限 127 127 100% 127 127 100% 254 254 100% 10月限 122 122 100% 122 122 100% 244 244 100%

25年１月限 121 121 100% 123 123 100% 244 244 100% 11月限 126 126 100% 126 126 100% 252 252 100%

２月限 122 122 100% 121 121 100% 243 243 100% 12月限 123 116 94% 124 124 100% 247 240 97%

３月限 119 119 100% 119 119 100% 238 238 100% 28年１月限 122 122 100% 120 120 100% 242 242 100%

４月限 121 121 100% 121 121 100% 242 242 100% ２月限 120 113 94% 122 122 100% 242 235 97%

５月限 117 117 100% 118 118 100% 235 235 100% ３月限 119 119 100% 119 119 100% 238 238 100%

６月限 119 119 100% 119 119 100% 238 238 100% ４月限 123 123 100% 121 121 100% 244 244 100%

７月限 124 124 100% 123 123 100% 247 247 100% ５月限 119 119 100% 119 119 100% 238 238 100%

８月限 124 124 100% 124 124 100% 248 248 100% ６月限 121 121 100% 121 121 100% 242 242 100%

９月限 127 67 53% 127 118 93% 254 185 73% ７月限 123 123 100% 123 123 100% 246 246 100%

10月限 123 123 100% 125 124 99% 248 247 100% ８月限 123 123 100% 123 123 100% 246 246 100%

11月限 127 127 100% 125 125 100% 252 252 100% ９月限 124 124 100% 124 124 100% 248 248 100%

12月限 126 126 100% 126 126 100% 252 252 100% 10月限 122 122 100% 122 122 100% 244 244 100%

26年１月限 121 121 100% 122 122 100% 243 243 100% 11月限 124 124 100% 126 126 100% 250 250 100%

２月限 121 121 100% 121 121 100% 242 242 100% 12月限 124 124 100% 123 123 100% 247 247 100%

３月限 119 119 100% 118 118 100% 237 237 100% 29年１月限 122 122 100% 121 121 100% 243 243 100%

４月限 121 120 99% 120 120 100% 241 240 100% ２月限 122 122 100% 122 122 100% 244 244 100%

５月限 118 118 100% 119 119 100% 237 237 100% ３月限 120 120 100% 121 121 100% 241 241 100%

６月限 119 119 100% 119 119 100% 238 238 100% ４月限 123 123 100% 123 123 100% 246 246 100%

７月限 124 100 81% 123 123 100% 247 223 90% ５月限 121 121 100% 120 120 100% 241 241 100%

８月限 124 106 85% 123 115 93% 247 221 89% 合計 8,113 7,887 97% 8,096 8,074 100% 16,209 15,961 98%



○納会価格を基準とした先物価格の動き（限月別）○納会価格を基準とした先物価格の動き（限月別）

（納会価格＝100）

● とうもろこし

60

とうもろこし とうもろこし

取引日
80以上、
125以下

割合 取引日
80以上、
125以下

割合

23年９月限 6 6 100% ９月限 245 245 100%

11月限 47 47 100% 11月限 245 244 100%

24年１月限 89 65 73% 27年１月限 244 244 100%

３月限 129 129 100% ３月限 244 244 100%

５月限 170 170 100% ５月限 246 240 98%

７月限 212 212 100% ７月限 245 245 100%

９月限 248 198 80% ９月限 244 244 100%

11月限 248 165 67% 11月限 244 244 100%

25年１月限 249 238 96% 28年１月限 244 244 100%

３月限 247 150 61% ３月限 245 95 39%

５月限 246 180 73% ５月限 245 77 31%

７月限 245 10 4% ７月限 245 185 76%

９月限 246 115 47% ９月限 243 14 6%

11月限 245 216 88% 11月限 244 202 83%

26年１月限 244 239 98% 29年１月限 245 245 100%

３月限 244 244 100% ３月限 246 219 89%

５月限 245 245 100% ５月限 244 244 100%

７月限 244 244 100% 合計 7,762 6,348 82%

50
60
70
80
90
100
110
120
130
140
150
160
170
180

23年9月限 23年11月限 24年1月限 24年3月限 24年5月限 24年7月限

24年9月限 24年11月限 25年1月限 25年3月限 25年5月限 25年7月限

25年9月限 25年11月限 26年1月限 26年3月限 26年5月限 26年7月限

26年9月限 26年11月限 27年1月限 27年3月限 27年5月限 27年7月限

27年9月限 27年11月限 28年1月限 28年3月限 28年5月限 28年7月限

28年9月限 28年11月限 29年1月限 29年3月限 29年5月限



○納会価格を基準とした先物価格の動き（限月別）○納会価格を基準とした先物価格の動き（限月別）

（納会価格＝100）

● 大豆

61

50
60
70
80
90

100
110
120
130
140
150
160
170
180
190
200
210

23年8月限 23年10月限 23年12月限 24年2月限 24年4月限 24年6月限

24年8月限 24年10月限 24年12月限 25年2月限 25年4月限 25年6月限

25年8月限 25年10月限 25年12月限 26年2月限 26年4月限 26年6月限

26年8月限 26年10月限 26年12月限 27年2月限 27年4月限 27年6月限

27年8月限 27年10月限 27年12月限 28年2月限 28年4月限 28年6月限

28年8月限 28年10月限 28年12月限 29年2月限 29年4月限

大豆 大豆

取引日
80以上、
125以下

割合 取引日
80以上、
125以下

割合

23年８月限 6 6 100% 26年８月限 245 14 6%

10月限 47 47 100% 10月限 245 130 53%

12月限 89 21 24% 12月限 244 244 100%

24年２月限 129 90 70% 27年２月限 244 244 100%

４月限 170 109 64% ４月限 246 243 99%

６月限 212 182 86% ６月限 245 220 90%

８月限 248 105 42% ８月限 244 244 100%

10月限 248 68 27% 10月限 244 244 100%

12月限 249 229 92% 12月限 244 244 100%

25年２月限 247 159 64% 28年２月限 245 245 100%

４月限 246 79 32% ４月限 245 184 75%

６月限 245 64 26% ６月限 245 203 83%

８月限 246 124 50% ８月限 243 4 2%

10月限 245 170 69% 10月限 244 244 100%

12月限 244 132 54% 12月限 245 212 87%

26年２月限 244 244 100% 29年２月限 246 246 100%

４月限 245 245 100% ４月限 244 244 100%

６月限 244 244 100% 合計 7,762 5,727 74%



○納会価格を基準とした先物価格の動き（限月別）○納会価格を基準とした先物価格の動き（限月別）

（納会価格＝100）● ガソリン

62

50
60
70
80
90

100
110
120
130
140
150
160
170
180
190
200

23年9月限 23年10月限 23年11月限 23年12月限 24年1月限 24年2月限 24年3月限

24年4月限 24年5月限 24年6月限 24年7月限 24年8月限 24年9月限 24年10月限

24年11月限 24年12月限 25年1月限 25年2月限 25年3月限 25年4月限 25年5月限

25年6月限 25年7月限 25年8月限 25年9月限 25年10月限 25年11月限 25年12月限

26年1月限 26年2月限 26年3月限 26年4月限 26年5月限 26年6月限 26年7月限

26年8月限 26年9月限 26年10月限 26年11月限 26年12月限 27年1月限 27年2月限

27年3月限 27年4月限 27年5月限 27年6月限 27年7月限 27年8月限 27年9月限

27年10月限 27年11月限 27年12月限 28年1月限 28年2月限 28年3月限 28年4月限

28年5月限 28年6月限 28年7月限 28年8月限 28年9月限 28年10月限 28年11月限

28年12月限 29年1月限 29年2月限 29年3月限 29年4月限 29年5月限

ガソリン ガソリン

取引日
80以上、
125以下

割合 取引日
80以上、
125以下

割合

23年９月限 14 14 100% 26年８月限 124 124 100%

10月限 33 33 100% ９月限 124 124 100%

11月限 54 54 100% 10月限 126 126 100%

12月限 75 75 100% 11月限 123 123 100%

24年１月限 94 94 100% 12月限 126 126 100%

２月限 114 114 100% 27年１月限 124 51 41%

３月限 122 116 95% ２月限 120 27 23%

４月限 122 103 84% ３月限 121 75 62%

５月限 124 124 100% ４月限 120 79 66%

６月限 122 122 100% ５月限 122 121 99%

７月限 124 102 82% ６月限 119 114 96%

８月限 125 115 92% ７月限 121 120 99%

９月限 125 125 100% ８月限 124 124 100%

10月限 127 127 100% ９月限 124 101 81%

11月限 125 125 100% 10月限 124 116 94%

12月限 126 126 100% 11月限 121 75 62%

25年１月限 126 122 97% 12月限 125 93 74%

２月限 123 123 100% 28年１月限 123 40 33%

３月限 121 96 79% ２月限 121 27 22%

４月限 119 119 100% ３月限 121 46 38%

５月限 121 121 100% ４月限 121 87 72%

６月限 119 119 100% ５月限 123 117 95%

７月限 120 120 100% ６月限 120 111 93%

８月限 123 123 100% ７月限 121 118 98%

９月限 124 124 100% ８月限 123 123 100%

10月限 126 126 100% ９月限 123 123 100%

11月限 124 124 100% 10月限 122 122 100%

12月限 126 126 100% 11月限 122 122 100%

26年１月限 125 125 100% 12月限 125 125 100%

２月限 121 121 100% 29年１月限 122 90 74%

３月限 121 121 100% ２月限 122 114 93%

４月限 119 119 100% ３月限 122 86 70%

５月限 121 121 100% ４月限 122 122 100%

６月限 118 118 100% ５月限 123 123 100%

７月限 120 120 100% 合計 8,107 7,272 90%



○納会価格を基準とした先物価格の動き（限月別）○納会価格を基準とした先物価格の動き（限月別）

（納会価格＝100）● 原油

63

50
60
70
80
90
100
110
120
130
140
150
160
170
180
190
200
210

23年8月限 23年9月限 23年10月限 23年11月限 23年12月限 24年1月限 24年2月限

24年3月限 24年4月限 24年5月限 24年6月限 24年7月限 24年8月限 24年9月限

24年10月限 24年11月限 24年12月限 25年1月限 25年2月限 25年3月限 25年4月限

25年5月限 25年6月限 25年7月限 25年8月限 25年9月限 25年10月限 25年11月限

25年12月限 26年1月限 26年2月限 26年3月限 26年4月限 26年5月限 26年6月限

26年7月限 26年8月限 26年9月限 26年10月限 26年11月限 26年12月限 27年1月限

27年2月限 27年3月限 27年4月限 27年5月限 27年6月限 27年7月限 27年8月限

27年9月限 27年10月限 27年11月限 27年12月限 28年1月限 28年2月限 28年3月限

28年4月限 28年5月限 28年6月限 28年7月限 28年8月限 28年9月限 28年10月限

28年11月限 28年12月限 29年1月限 29年2月限 29年3月限 29年4月限 29年5月限

原油 原油

取引日
80以上、
125以下

割合 取引日
80以上、
125以下

割合

23年８月限 18 18 100% 26年８月限 125 125 100%

９月限 38 38 100% ９月限 125 125 100%

10月限 58 58 100% 10月限 126 126 100%

11月限 78 78 100% 11月限 124 124 100%

12月限 99 99 100% 12月限 124 36 29%

24年１月限 118 118 100% 27年１月限 121 21 17%

２月限 121 118 98% ２月限 119 55 46%

３月限 122 85 70% ３月限 121 76 63%

４月限 122 122 100% ４月限 120 102 85%

５月限 123 123 100% ５月限 120 105 88%

６月限 123 85 69% ６月限 121 108 89%

７月限 125 113 90% ７月限 124 124 100%

８月限 127 127 100% ８月限 126 69 55%

９月限 125 125 100% ９月限 123 51 41%

10月限 127 127 100% 10月限 123 75 61%

11月限 127 127 100% 11月限 124 79 64%

12月限 125 125 100% 12月限 123 33 27%

25年１月限 123 123 100% 28年１月限 120 21 18%

２月限 119 103 87% ２月限 119 49 41%

３月限 120 120 100% ３月限 122 70 57%

４月限 119 119 100% ４月限 121 86 71%

５月限 119 119 100% ５月限 121 86 71%

６月限 120 120 100% ６月限 122 88 72%

７月限 123 123 100% ７月限 123 121 98%

８月限 126 126 100% ８月限 125 125 100%

９月限 125 125 100% ９月限 123 123 100%

10月限 126 126 100% 10月限 123 121 98%

11月限 125 125 100% 11月限 124 124 100%

12月限 125 125 100% 12月限 122 53 43%

26年１月限 122 122 100% 29年１月限 122 65 53%

２月限 119 119 100% ２月限 120 87 73%

３月限 120 120 100% ３月限 122 121 99%

４月限 119 119 100% ４月限 122 121 99%

５月限 119 119 100% ５月限 122 122 100%

６月限 120 120 100% 合計 8,250 6,999 85%

７月限 123 123 100%



○期近価格○期近価格

（単位：円）

○期先価格○期先価格

（単位：円）

(9) 先物価格の推移とコメに係る出来事(9) 先物価格の推移とコメに係る出来事

注:新潟コシは29年産の価格。 64

29年産

5,000

7,000

9,000

11,000

13,000

15,000

17,000

19,000

21,000

23,000

東京コメ 大阪コメ 新潟コシ

低価格帯を中心に
２３年産米の品薄
感が広がる

24年産
23年産

26年産 27年産 28年産

備蓄米４万トン
の代替供給の発
表（６／８）

良好な生育見通しを受け
２５年産米の過 剰感が
広がる

良好な生育見通しを受け
２ ６ 年 産 米 の 過 剰 感 が
広がる

消費税増税前に低
価格帯を中心に販
売競争が激化

国等による米価下落対
策を受け当面の過剰感
が一服

天候不順などによ
り需給が締まると
の見方が広がる

天候不順よる作
柄懸念が広がる

福島県産のコメから国
の暫定規制値を超える
放射性セシウムの検
出が相次ぐ

25年産

5,000

7,000

9,000

11,000

13,000

15,000

17,000

19,000

21,000

23,000

東京コメ 大阪コメ 新潟コシ

24年産
25年産 26年産

23年産

福島県産のコメから国
の暫定規制値を超える
放射性セシウムの検出
が相次ぐ 備蓄米４万トン

の代替供給の
発表（６／８）

低価格帯を中心に
２３年産米の品薄
感が広がる

良好な生育見通しを受け
２６年産米の過剰感が
広がる

良好な生育見通しを受け
２５年産米の過剰感が
広がる

消費税増税前に低
価格帯を中心に販
売競争が激化

国等による米価下落対
策を受け当面の過剰感
が一服

27年産 28年産

天候不順などによ
り需給が締まると
の見方が広がる

天候不順よる作
柄懸念が広がる



(10) 先物価格（４番限）の推移と米関係者の需給動向に対する見通
し判断ＤＩ（向こう３ヶ月）の推移

(10) 先物価格（４番限）の推移と米関係者の需給動向に対する見通
し判断ＤＩ（向こう３ヶ月）の推移

資料：公益社団法人米穀安定供給確保支援機構「米取引関係者の判断に関する調査結果」をもとに作成。
注１：米取引関係者に対して需給動向や価格水準などの取引動向に関するアンケートを実施し、その結果

をＤＩとして算出したものである。
注２：数値が前月と比較し100に近づけば「将来締まる」という見方が前月より強くなり、反対に0に近づ

けば「将来緩む」という見方が前月より強くなった傾向を示している。

（先物（４番限）価格） （見通し判断ＤＩ）
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5000
6000
7000
8000
9000
10000
11000
12000
13000
14000
15000
16000
17000
18000
19000
20000
21000
22000
23000
24000
25000

東京コメ 大阪コメ ＤＩ



（円/60kg）

（単位：円/60kg）

東京コメ

注：現物価格は、株式会社米穀データバンクが公表している市中現物価格（米先物市場で受渡供用品として認められている産地品種銘柄の
うち、価格差が設定されておらず、最安値であるものの月間平均価格）。

(11) 先物価格（納会価格）と市中現物価格（スポット価格）の比較(11) 先物価格（納会価格）と市中現物価格（スポット価格）の比較
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6,000
7,000
8,000
9,000
10,000
11,000
12,000
13,000
14,000
15,000
16,000
17,000
18,000
19,000
20,000

先物価格（納会価格、26年9月限まで） 先物価格（納会価格、26年10月限以降）

市中現物価格（スポット価格）

（東京コメ）

年産

先物価格 市中現物 先物価格÷現物価格

期先限月
納会価格

年月
市中価格 割合

（円/60kg） （円/60kg） （%）

27年産

平成27年10月限 10,800 平成27年10月 10,650 101.4

11月限 10,780 11月 10,800 99.8

12月限 11,250 12月 10,825 103.9

平成28年１月限 11,200 平成28年１月 11,000 101.8

２月限 11,630 ２月 11,475 101.4

３月限 11,500 ３月 11,520 99.8

４月限 12,320 ４月 11,875 103.7

５月限 12,490 ５月 12,440 100.4

６月限 11,800 ６月 12,275 96.1

７月限 12,290 ７月 11,950 102.8

８月限 12,000 ８月 11,980 100.2

９月限 11,930 ９月 12,100 98.6

28年産

平成28年10月限 12,650 平成28年10月 12,750 99.2

11月限 12,410 11月 12,720 97.6

12月限 12,610 12月 12,600 100.1

平成29年１月限 13,150 平成29年１月 12,700 103.5

２月限 12,770 ２月 12,850 99.4

３月限 13,010 ３月 12,900 100.9

４月限 12,840 ４月 12,975 99.0

５月限 13,000 ５月 13,120 99.1

平成23年11月～平成29年５月までの平均値 97.3%



大阪コメ

（円/60kg）

（単位：円/60kg）

注：現物価格は、株式会社米穀データバンクが公表している市中現物価格（米先物市場で受渡供用品として認められている産地品種銘柄の
うち、価格差が設定されておらず、最安値であるものの月間平均価格）。
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6,000
7,000
8,000
9,000

10,000
11,000
12,000
13,000
14,000
15,000
16,000
17,000
18,000
19,000
20,000

先物価格（納会価格） 市中現物価格（スポット価格）

（大阪コメ）

年産

先物 市中現物 先物価格÷現物価格

期先限月
納会価格

年月
市中価格 割合

（円/60kg） （円/60kg） （%）

27年産

平成27年10月限 12,000 平成27年10月 11,620 103.3

11月限 11,700 11月 11,700 100.0

12月限 12,200 12月 11,700 104.3

平成28年１月限 12,200 平成28年１月 11,875 102.7

２月限 12,250 ２月 12,175 100.6

３月限 11,980 ３月 12,140 98.7

４月限 12,250 ４月 12,375 99.0

５月限 12,800 ５月 12,600 101.6

６月限 12,540 ６月 12,740 98.4

７月限 12,490 ７月 12,350 101.1

８月限 12,500 ８月 12,350 101.2

９月限 12,820 ９月 12,400 103.4

28年産

平成28年10月限 13,500 平成28年10月 13,200 102.3

11月限 12,950 11月 13,200 98.1

12月限 12,850 12月 13,150 97.7

平成29年１月限 12,900 平成29年１月 13,125 98.3

２月限 13,200 ２月 13,200 100.0

３月限 13,240 ３月 13,200 100.3

４月限 13,340 ４月 13,200 101.1

５月限 13,370 ５月 13,375 100.0

平成23年11月～平成29年５月までの平均値 95.2%



（とうもろこし）

先物価格 現物価格（円/t）

米国から輸入された飼料用とうもろこしのCIF価格

先物価格÷現物価格
期先限月

期間中の平均終値
（円/t）

平成24年3月限 26,707 平成24年3月 26,952 99.1%

－ － 4月 27,203 －

5月限 28,018 5月 26,816 104.5%

－ － 6月 26,235 －

7月限 26,954 7月 25,818 104.4%

－ － 8月 25,633 －

9月限 26,402 9月 26,277 100.5%

－ － 10月 29,920 －

11月限 23,060 11月 31,617 72.9%

－ － 12月 32,043 －

平成25年1月限 22,803 平成25年1月 33,283 68.5%
－ － 2月 34,239 －

3月限 24,068 3月 35,018 68.7%

－ － 4月 35,407 －

5月限 22,430 5月 35,696 62.8%

－ － 6月 35,287 －

7月限 27,276 7月 34,333 79.4%

－ 8月 33,984 －

9月限 27,272 9月 33,929 80.4%

－ － 10月 30,549 －

11月限 25,454 11月 29,044 87.6%

－ － 12月 28,662 －

平成26年1月限 26,402 平成26年1月 26,386 100.1%

－ － 2月 25,922 －

3月限 26,931 3月 25,694 104.8%

－ － 4月 26,277 －

5月限 27,532 5月 26,755 102.9%

－ － 6月 27,465 －

7月限 26,293 7月 27,777 94.7%

－ － 8月 27,778 －

9月限 25,248 9月 27,075 93.3%

－ － 10月 26,328 －

11月限 25,097 11月 25,474 98.5%

－ － 12月 26,668 －

平成27年1月限 25,988 平成27年1月 27,357 95.0%

－ － 2月 27,847 －

3月限 27,395 3月 28,109 97.5%

－ － 4月 26,863 －

5月限 27,147 5月 26,441 102.7%

注１：先物価格は、東京穀物商品取引所・東京商品取引所におけるとうもろこしの期先限月の終値をもとに算出。
注２：現物価格は、財務省「貿易統計」をもとに算出。

（参考１）とうもろこしの場合
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（とうもろこし）

先物価格 現物価格（円/t）

米国から輸入された飼料用とうもろこしのCIF価格

先物価格÷現物価格
期先限月

期間中の平均終値
（円/t）

－ － 平成27年6月 26,345 －

平成27年7月限 24,974 7月 25,411 98.3%

－ － 8月 25,534 －

9月限 24,069 9月 25,072 96.0%

－ － 10月 24,687 －

11月限 25,509 11月 25,008 102.0%

－ － 12月 26,120 －

平成28年1月限 26,888 平成28年1月 24,689 108.9%

－ － 2月 23,751 －

3月限 26,535 3月 22,392 118.5%

－ － 4月 21,499 －

5月限 24,734 5月 20,921 118.2%

－ － 6月 20,685 －

7月限 26,575 7月 20,343 130.6%

－ 8月 21,121 －

9月限 25,225 9月 20,048 125.8%

－ － 10月 19,331 －

11月限 24,006 11月 19,746 121.6%

－ － 12月 22,310 －

平成29年1月限 22,188 平成29年1月 23,307 95.2%

－ － 2月 22,815 －

3月限 21,104 3月 22,839 92.4%

平均値 97.6%

（参考１）とうもろこしの場合

注：本表の注意点は、前項の注釈を参照。
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注１：先物価格は、東京商品取引所におけるガソリンの期先限月の終値をもとに算出。
注２：現物価格は、経済産業省資源エネルギー庁「石油製品価格調査」における全国平均価格（ガソリン税抜き、１kl換算）。

（参考２）ガソリンの場合

（ガソリン）

先物価格
現物価格（円/kl）

ガソリン卸売価格（全国平均）、ガソリン税抜き

先物価格÷現物価格
期先限月

期間中の平均終値
（円/kl）

平成24年3月限 62,056 平成24年3月 82,900 74.9%

4月限 60,970 4月 82,400 74.0%

5月限 63,082 5月 76,200 82.8%

6月限 62,987 6月 69,900 90.1%

7月限 64,925 7月 68,300 95.1%

8月限 68,713 8月 72,800 94.4%

9月限 74,872 9月 77,200 97.0%

10月限 72,158 10月 74,800 96.5%

11月限 64,385 11月 73,300 87.8%

12月限 57,438 12月 75,800 75.8%

平成25年1月限 57,497 平成25年1月 78,300 73.4%

2月限 62,017 2月 82,800 74.9%

3月限 64,180 3月 83,400 77.0%

4月限 65,724 4月 81,800 80.3%

5月限 65,067 5月 79,700 81.6%

6月限 68,152 6月 81,000 84.1%

7月限 73,670 7月 85,400 86.3%

8月限 79,550 8月 88,600 89.8%

9月限 76,720 9月 87,500 87.7%

10月限 73,749 10月 85,700 86.1%

11月限 72,859 11月 83,400 87.4%

12月限 71,988 12月 85,700 84.0%

平成26年1月限 74,437 平成26年1月 87,300 85.3%

2月限 73,965 2月 86,000 86.0%

3月限 76,966 3月 88,200 87.3%

4月限 75,777 4月 89,900 84.3%

5月限 75,942 5月 91,000 83.5%

6月限 81,530 6月 92,500 88.1%

7月限 82,286 7月 93,600 87.9%

8月限 80,622 8月 91,500 88.1%

9月限 79,533 9月 89,500 88.9%

10月限 78,869 10月 85,200 92.6%

11月限 77,673 11月 80,400 96.6%

12月限 79,271 12月 71,400 111.0%

平成27年1月限 80,019 平成27年1月 61,400 130.3%

2月限 79,136 2月 62,700 126.2%

3月限 79,610 3月 66,200 120.3%

4月限 75,303 4月 64,900 116.0%

5月限 73,525 5月 69,000 106.6%
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（参考２）ガソリンの場合

（ガソリン）

先物価格
現物価格（円/kl）

ガソリン卸売価格（全国平均）、ガソリン税抜き

先物価格÷現物価格
期先限月

期間中の平均終値
（円/kl）

平成27年6月限 64,580 平成27年6月 71,100 90.8%

7月限 54,762 7月 67,300 81.4%

8月限 57,401 8月 61,200 93.8%

9月限 58,422 9月 59,700 97.9%

10月限 58,358 10月 58,400 99.9%

11月限 62,387 11月 55,200 113.0%

12月限 62,150 12月 49,100 126.6%

平成28年1月限 57,529 平成28年1月 41,800 137.6%

2月限 51,610 2月 40,300 128.1%

3月限 50,670 3月 40,800 124.2%

4月限 51,482 4月 45,400 113.4%

5月限 50,616 5月 47,600 106.3%

6月限 45,459 6月 50,500 90.0%

7月限 37,929 7月 47,900 79.2%

8月限 37,935 8月 48,100 78.9%

9月限 40,236 9月 49,100 81.9%

10月限 39,590 10月 50,500 78.4%

11月限 42,581 11月 50,400 84.5%

12月限 43,341 12月 53,400 81.2%

平成29年1月限 40,542 平成29年1月 55,600 72.9%

2月限 38,736 2月 56,000 69.2%

3月限 40,466 3月 59,400 68.1%

4月限 44,469 4月 58,200 76.4%

平均値 92.1%

注：本表の注意点は、前項の注釈を参照。
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(12) 公正・透明な価格形成のための取組み(12) 公正・透明な価格形成のための取組み

○ 先物市場は取引の規模を問わず、誰でも参加でき、中立・公正なルー
ルに従って運営される市場で、全ての市場参加者に中立

・ コメ先物取引に関するセミナー、勉強会の開催、当業者向け地方説明会（堂島先
物塾など）を通じた周知

・ コメ業界紙にコメ先物取引の基礎知識についての記事掲載
・ ホームページで取引に関する規則類を公表

○ 公開された取引の場で、様々な人たちが色々な情報に基づく判断を持
ち込んで価格が形成

・ 商品先物取引業者を対象とするセミナー、講演会の開催

○ 価格情報も即座に発信され、誰もが簡単に入手できる

・ 価格その他の情報の取引所ホームページへの掲載
・ 月間の値動き等を示した速報データを毎月第一営業日に公表
・ 取引に関する最新情報をまとめたメールマガジンを毎月数回配信
・ 携帯電話向けツールによる日々の価格等の情報発信
・ 情報ベンダーを通じ、日々の価格その他取引に関する情報をリアルタイムで提供
・ SNS(ソーシャル・ネットワーキング・サービス)を活用した情報発信
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８．食料産業局長通知の判断要素

米の先物取引の試験上場に当たっての留意事項について（抜粋）

試験上場は、市場の成長性を見定める制度であり、際限なく延長を認

めることは、制度の趣旨に合致しないものである。これまで農産物先物市

場の試験上場で３回以上延長された事例がないことについて、十分に留意

すること。

一方、将来的に米の本上場申請が行われた場合には、法律上の認可基

準を厳正に運用することとし、生産者や集荷業者等の幅広い参加を得なが

ら、安定取引の拡大といった今後の米政策の方向にも沿ったものとなって

いるかどうか、また、取引の公正を確保し、委託者を保護するために十分

であるかどうか等についてゼロベースで検証を行うこととする。

73



１ 日本経済新聞

（国内）

23年3月9日

コメ価格変動リスク軽減
東穀取など、先物上場申請
農家安定経営狙う
投機資金流入懸念も

・価格下落のリスクを回避する場を求める声が強まっている。コメ取引における価格の透明性を高める狙いも。
・価格の乱高下を懸念する声。流動性の確保が課題。

24年6月29日

【社説】コメ先物市場の灯を消すな

・売買は低迷していてもコメ先物の効用は出ている。
・せっかく復活したコメ先物を試験上場だけで終わらせたくない。

24年8月8日

コメ先物上場きょう1年、参加者少なく売買低迷
価格指標には遠く 経営問題も影響
裁定取引は機能

・売買高は伸び悩み、実需関係者の参加も限られた。
・東穀の経営問題も売買低迷に拍車。
・受渡を活用して調達する利点は大きい（卸間取引価格より安い）。

24年8月9日
（電子版）

不振のコメ先物に再生の芽、卸会社じわり参入

・卸会社を中心に先物が有効ということが浸透しつつあり、当業者がじわり参入。
・一方で個人投資家の市場参入が減少。
・期近を中心に個人も入ったバランスのとれた市場育成がカギ。

24年11月27日

中小コメ卸、先物活用
現物受け渡しで在庫補充

・一部の中小卸が先物を活用。
・調整額の見直しや合意早受渡制度の拡充などが必要。
・当業者の現物の補完市場としての活用も一つのあり方。

25年3月29日

変貌するコメ市場
透明性欠く価格形成

・立場の強い方が主導権を握りやすく、価格の決まり方が消費者から見えにくい。
・需給を反映した透明性のある価格指標は必要。

25年5月31日

コメ先物 本上場見送り
ＪＡ不参加で取引低迷
試験上場延長の公算

・先物取引は経営判断の材料となる指標価格を提供し、農家にとって将来の収入が把握でき、経営の安定につながる。
・先物取引が増えれば価格決定の透明性が高まるメリットもある。
・有識者委員会では肯定的な意見が大勢。

25年6月14日
コメ先物取引に全米販が参加

・実際の取引を通じて先物市場を有効利用するノウハウを蓄積し、業界全体で共有する。

25年6月27日

神明、コメ先物に参入 卸最大手、大阪堂島商取で

・6月から商品取引会社を通じて数十トン単位で売買注文を出し始めた。
・取引に参入した理由について、価格変動リスクを回避するヘッジの場として必要と判断した、と説明。
・卸最大手が参入したことで他の卸の参加が広がる可能性。

25年8月8日

コメ先物、試験上場2年延長 市場の利便性課題
コメ先物の上場延長認可 価格指標形成へ道半ば 生産者の参加拡大カギ

・農水省はコメの先物取引について2年間の延長を認めると正式発表。
・農水省と取引所は魅力ある市場づくりを進めＪＡなどにも参加を呼びかける必要。
・農家、卸、投資家のバランスのとれた市場になっていない。これをどう克服するかが延長後の課題。

25年8月20日

コメ先物は農家にも役立つ

・過去2年間の値動きで投機的な乱高下はほとんど見られず、コメ調達の場としても機能。
・市場が発信する早くて的確な情報は、生産現場に欠かせない。
・コメ先物が活発な市場に育てば、農家の経営に役立ち、農業競争力の強化にもつながる。

25年8月29日

先物相場を活用、需給映す指標に育成 コメ卸、全農価格に「ノー」

・先物取引への期待は大きい。相場が下がっても利益が上がり、現物の一部を補填できる。
・消費者にとっても、市場主導で柔軟に決まる値段がもたらす恩恵は大きい。

26年2月22日

コメ先物、売買単位上げ 現物受け渡しは全銘柄対象 使いにくさ解消狙う

・流通実態に合わせ実需家が使いやすくする。
・これまで対象の銘柄以外のコメを生産する農家も取引に参加しやすくなる。

９．米先物取引に係るこれまでの主な報道
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１ 日本経済新聞（続き）

26年4月8日

多面鏡 コメ先物で相対取引増加 参加者の裾野、どう拡大

・先物市場を使って相対取引する動きが広がっている。

・市場に厚みがないため売買が成立しにくい面がある。参加者の裾野をどう広げ流動性を高めるか先物の成否を占う鍵。

26年7月18日
大阪堂島 コメ先物取引増加 商品設計見直しで

・1日当たりの平均売買高は、3月までの3倍程度に。商品設計の見直しをしたことが主因。

27年3月28日

コメ先物、指標銘柄を変更 大阪堂島15年産から 東京コメ、業務用に

・「東京コメ」は、指標銘柄を業務用に使う栃木と群馬産の「あさひの夢」、埼玉産の「彩のかがやき」、千葉産の「ふさおとめ」と「ふさこが

ね」に変える。2015年産が対象の10月物から適用する。価格と銘柄のイメージが一致しやすくなる。

・「大阪コメ」も指定銘柄を変更し、滋賀と三重産のコシヒカリとする。

27年4月3日

コメ先物、全農が容認 適正な価格形成、前提に

・全農は、2日、大阪堂島商品取引所が試験上場するコメ先物を容認する姿勢を明らかにした。

・価格メリットがあれば販売先として先物市場を活用することなどを想定しているようだ。

27年4月17日
全農、コメ先物に柔軟姿勢 市場を価格形成の場に 需給反映へ手探り

・全農がこれまで反対していたコメの先物取引に対して柔軟な姿勢に転換。

27年5月12日
公正で活発なコメの取引市場が必要だ

・市場を通じて需給変化などの情報を迅速に入手し、先物市場を利用して販売価格の確定もできる。

27年6月13日
コメ先物上場延長答申へ調整

・「コメ試験上場検証特別委員会」は試験上場再延長を答申する方向で調整に入った。

27年7月22日

コメ先物 試験上場再延長 JA、参加に柔軟

・大阪堂島商品取引所はコメ先物取引の試験上場の延長を農林水産省に申請した。

・堂島商取は「JAにも参加してもらい、農家の経営安定につなげていきたい」と意欲を見せている。

27年7月29日
コメ先物、卸会社の取引拡大 活性化 生産者の参加カギ

・堂島商取のコメ先物の売買高が増加、大手コメ卸3社が会員資格を取得するなど流通業者の取引が拡大。

27年8月10日
コメ先物存続は農協参加で

・課題はＪＡグループや、大規模な生産者の市場参加。

27年8月13日
大阪堂島商取、コメ先物の試験上場継続 農協参加へ「待ち」に徹す 反発弱まり出方見極め

・売買高は上向き。農協の反発は弱まっているようにも見える。堂島商取はJAや生産者を取り込みたい考え。

28年4月22日
16年産業務用米4割高 コメ先物、品薄観測強く

・15年産の取引開始時に比べて4割高い。飼料用米への転作が進み、業務用米の品薄観測が強まっている。

28年4月25日

（日経MJ）
先物取引 2割高 飼料用転作で供給懸念

28年7月21日

新潟コシヒカリ追加 大阪堂島商取 秋にも取引開始

・大阪堂島商取は米の取引品目に「新潟コシヒカリ」の追加を発表。取引単位を小さく（1.5トン）、取引期間を長くして、受渡場所を新潟

県内の倉庫にして生産者の利用を促す。

28年9月23日
コメ先物、建玉が過去最高 新米減産で先高感強く

・建玉が21日に過去最高の19,589枚となった。新米の供給減による先高感が強まっており、先物市場に資金が流入した。

28年10月22日

新潟コシヒカリ先物取引開始 本上場へ起死回生なるか 出来高2200枚、滑り出し順調

・先物取引の厚みが増し、需給を反映した価格指標となれば農家にとって有効な販売先の選択肢が広がり、先々の価格の見通しを把

握し、生産や販売計画を立てるのみの役立つ。建玉は増えており、新潟コシがこの流れをどこまで加速できるか。

28年10月31日

農家が利用するコメ先物に

・先物市場に公正な価格を形成するだけでなく、生産者や需要家の企業が価格をあらかじめ固定し経営に役立てる役割がある。

・コメの先物取引は既に大手卸などが参加しており、生産者が積極的に利用する姿を目指してほしい。

28年12月5日
コメ輸出量過去最高

・農水省は政府の援助用米を除いたコメの輸出量が過去最高の7,673トンになったと公表した。

29年1月5日
大阪コメ先物「新潟コシ」上昇 供給減観測で買い優勢

・農家の減産で17年産の供給が少なくなるとの観測から買いが優勢になっている。

29年2月2日
17年産備蓄米落札率74％に

・政府備蓄米の買い入れ入札での落札数量が予定数量に対して74％と比較的高い水準となった。

29年2月27日
コメ、縮む「１俵の格差」 業務用が高騰 店頭は豊作で安く 飼料米・ブランド競争響く

・豊作にもかかわらず中食や外食で使う業務用米が不足。安価なコメが価格水準を切り上げ、ブランド米との「１俵の格差」縮む。

29年3月1日
全農、スシローに出資 コメの直接販売拡大

・ＪＡ全農は、回転寿司チェーン最大手「あきんどスシロー」を傘下にもつスシローグローバルホールディングスに最大40億円を出資。

29年3月6日
新潟コシヒカリ 43年ぶり安値 豊作や産地競争激化 店頭では5キロ2,000円程度

・ブランド米の代表格「新潟産コシヒカリ」が値下がりし、43年ぶりの安値に。39年ぶりの豊作とコメ消費減で在庫が増加。

29年3月16日
政府備蓄米落札率98％ 17年産米の累計

・17年産の政府備蓄米の第４回買い入れ入札で160トンが落札され、落札率が当初予定の98％に達した。

29年3月25日
コメ流通在庫15％増 2月荷余り感強まる

・農水省はコメの流通在庫は2月末時点で前年同期比15％増えたと公表した。

29年3月29日
コメ直販９割に 全農、取引や流通見直し

・ＪＡ全農は小売りや外食にコメを直接販売する割合を現在の5割から8年後に9割まで拡大する改革方針を公表した。
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１ 日本経済新聞（続き）

29年4月13日
減反後も生産目安

・ＪＡ全中の調査によると、減反が廃止となる2018年以降も40道県が「生産量の目安を設定する」と回答したことがわかった。

29年5月13日
コメの消費量増える 昨年度、１人当たり6％

・米穀安定供給確保支援機構の調べによると、2016年度の１人当たりの月間コメ消費量は4,663グラムで、前年度比6％の増。

（国際）

25年3月26日

中国商品先物を拡充
大連 原料炭上場、世界で初
上海 道路舗装の品目準備
・中国の３つの取引所が上場品目を増やしている。
・鄭州商品取引所は今年はコメの品目拡大見込み（長粒米の晩生と短粒米の承認待ち）。
・中国の短粒種の生産量は日本の約10倍。価格形成の主導権を握られる可能性。

25年11月18日 中国の鄭州商品取引所がジャポニカ米（短粒種）の先物取引を開始する。
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２ 毎日新聞

24年8月9日

取引開始１年、コメ先物低迷続き
値動き小 魅力薄

・先物取引はコメ相場の先行指標として関係者から注目。
・出来高低迷の要因は、国際商品（大豆、トウモロコシ等）に比べて値動きが小さく、投資妙味がないこと。
・ＪＡ全中の反対もあり、様子見が多い。

25年2月18日

【余録】（堂島米会所の歴史、関西商品取引所から大阪堂島商品取引所への改称、試験上場の状況について）

・日本の先物取引（300年の歴史）の基礎を築いたのは大阪の進取の気風。
・東京一極集中にブレーキがかかるのか。拍車がかかるのか。コメ先物市場はそれを見通す先物市場。

25年9月24日

コメの先物取引 農業強化につなげたい

・需給と供給のバランスで価格を公式に決める仕組みは、生産者にも消費者にもメリット。
・市場原理を意識した農業への構造改革を促すためにも取引の拡大を期待。

25年10月26日

減反廃止5～10年後 自治体・農協に生産量の判断を委ねる（政府・自民党）

・政府・自民党はコメの生産調整（減反）を段階的に調整して補助金を縮小し5～10年後に廃止する。
・現在は国が設定している生産目標を廃止し、どれだけ生産するかの判断を自治体や農協に委ねる。

25年11月9日

減反一律補助5,000円 14～17年度産3分の1に減額

・政府は、コメの生産調整（減反）参加を条件に10アール当たり15,000円を支払う一律補助金を来年度から5,000円に減額する方
向で自民党と調整に入った。

25年11月26日
減反５年後廃止 コメ生産自由競争に

・政府は、コメの生産調整（減反）を５年後の2018年度をめどに廃止する方針を政策決定した。

26年4月18日
ＴＰＰ 米産コメに無関税枠 政府検討 高関税は維持

・環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）交渉の日米協議で、米国産のコメ、麦に限った無関税輸入枠の新設を政府が検討。

26年5月15日

ＪＡグループ解体案 中央会制度廃止提言 規制改革会議

・政府の規制改革会議は農業作業部会で、ＪＡ全中を頂点とした中央会制度の廃止やＪＡ全農の株式会社化といったＪＡグループ
の改革案をまとめた。

26年6月10日
農協改革 玉虫色の自民案 集票基盤 党内反発に配慮

・自民党が示した農業改革案は、ＪＡ全中を頂点とする中央制度会について「新制度に移行する」として「廃止」の明記を見送る。

26年7月8日
コメ先物 活発化 試験上場 採算ライン視野に

・大阪堂島商品取引所のコメ先物取引が活発化してきた。６月の出来高が試験上場が始まった2011年8月に次ぐ高水準を記録。

26年10月23日
権限維持を主張 ＪＡ全中が自己改革素案

・ＪＡの改革をめぐりＪＡ全中は、現在の権限をほぼ維持する内容の自己改革の素案を作成した。

26年11月7日
農協自己改革案 全中、政府と対立鮮明 農水幹部「組織維持」と批判

・ＪＡ全中の自己改革案は、地域農協に対する監査権などを廃止せず、政府が目指す農協改革との対立が鮮明になった。

27年1月21日
農協改革 慎重意見相次ぐ 自民ＰＴ「地域生活に影響」

・自民党は、農協改革検討ＰＴを開いたが、農村部選出議員を中心に選挙への影響を懸念する慎重意見が相次いだ。

27年8月7日
コメ先物取引試験上場、2年延長

・農水省は、大阪堂島商品取引所のコメ先物取引の試験上場に関し、2年の延長を認めたと発表した。

28年4月4日
輸出用コメ 産地育成 全農 ＴＰＰへコスト削減

・ＪＡ全農が環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）発効をにらみ、輸出用のコメ産地の育成に乗り出す方針を固めた。

28年8月31日
コメ「やや良」９府県 早場地帯 10県で「平年並み」

・農水省は、東日本を中心とする早場地帯19道県で栽培する2016年産米の作柄を発表。9県が「やや良」で10県が「平年並み」。

28年9月14日

輸入米 安価な流入横行 国公表より 商社が調整金

・安すぎる外国産米が輸入されないように国の管理下で行われている「売買同時入札」（ＳＢＳ）を巡り、業者間で輸入価格を実際
より高く見せかける取引が横行していたことが分かった。
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３ 産経新聞

24年8月8日

コメ先物取引きょう１年、来夏本上場は視界不良
72年ぶり復活も・・・出来高低迷

・市場の評価にあたる取引量がさっぱり振るわない。
・情報開示に乏しく価格変動がない。投資の魅力が薄い。

25年2月11日

商品先物市場 新時代の幕開け
大阪活性化のカギ握るコメ市場－堺屋太一さんが講演
先物は農業が生き残る選択肢－大潟村農業協同組合小林肇組合長

・日本には世界標準で価格決定できるものが何ひとつない。
・日本が世界市場を先導できるのはコメ先物だけ。この進展が日本経済に重要。
・先物市場があることで、世界からの多様な情報入手でき、生活の安全性を担保。

25年10月7日

「コメ先物」は経営指標か投機か ＪＡ「価格決定権脅かされる」

・コメ先物取引は２年前に72年ぶりに復活したが、本上場への道のりは険しい。背景には日本のコメ市場の大部分を握る農協
（ＪＡ）グループの反対がある。

25年11月1日

減反農家の差額補填 交付金廃止案を提示

・農水省はコメの生産調整（減反）に参加する農家に支払われる補助金のうち、コメの販売価格が平年を下回った場合に差額
を支払う「米価変動補填交付金」を廃止する案を提示した。

25年11月5日

コメ関税現行778％を500％～600％に下げ ＴＰＰにらみ段階的

・政府・自民党は、環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＴＰ）交渉で主食用米の関税率について、現行水準の778％を段階的に
500％～600％に引き下げる方針を固めた。

25年11月26日
減反廃止を政府決定 コメ政策大転換

・政府は、５年後の平成30年度をめどにコメの生産調整を廃止することや補助金を見直す新たな政策を決定した。

26年2月22日
全国のコメ先物取引可能に

・大阪堂島商品取引所は、関東産コシヒカリを標準品とする取引で、受け渡しできる銘柄の制限をなくすことを決めた。

26年4月17日
コメ・砂糖・麦 関税維持 ＴＰＰ日米閣僚折衝

・環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）をめぐる日米協議で、コメ・砂糖・麦は関税を維持する方向で一致した。

26年5月15日

農協 販売と金融分離 規制改革会議 農業改革案を提示

・政府の規制改革会議の農業ワーキンググループは、ＪＡ全中の役割を見直すほか、農協で農産物の販売と金融事業とを分
離することなどを盛り込んだ、改革案を提示した。

26年6月10日
ＪＡ全中 新制度に 自民改革案 廃止から後退

・自民党は、ＪＡ全中を頂点とする中央制度会に関して、制度の「廃止」から「新制度への移行」へ表現を後退させた。

26年7月12日
コメ先物取引 活発化 ６月出来高 高水準

・大阪堂島商品取引所のコメ先物取引が活発化し、6月の出来高は、試験上場が始まった2011年8月に次ぐ高水準を記録。

26年10月23日
ＪＡ全中 社団法人に 農協法改正原案 全農は株式会社

・農協法改正原案によるとＪＡ全中は一般社団法人に、ＪＡ全農は株式会社化する条文を盛り込む方針。

26年11月7日
ＪＡ全中 社団化見送り 地方の監査権限も維持

・ＪＡ全中は、自己改革案の中で会計と業務の監査権限は残し、政府・与党が求める一般社団法人化は見送った。

26年11月28日
コメ生産14万トン減 農水省 来年目標

・農水省は、平成27年の主食用米の生産数量目標を前年比14万トン減の751万トンにすると決めた。

27年1月20日

「全中権限廃止へ」正念場 農協改革 きょうから議論本格化

・政府・与党は、農協法改正案提出に向けた議論を本格化させる。焦点は、ＪＡ全中が持つ全国の地域農協への一律的な指
導・監査権限の廃止。

27年6月13日
コメ先物試験上場延長申請へ

・大阪堂島商品取引所が8月に期限を迎えるコメ先物の試験上場の延長を申請する方向で調整。

27年7月9日

コメ先物延長 結論出ず 大阪堂島商取 試験上場 来月期限

・大阪堂島商品取引所は、コメ先物取引の試験上場を再延長するか議論したが、「本上場を目指すべきだ」との意見もあり、結
論がでなかった。

27年7月22日
コメ先物試験上場 2年間再延長申請 大阪堂島商品取引所

・大阪堂島商品取引所は、臨時総会を開き、コメ先物取引の試験上場を2年間再延長を承認し、農水省へ認可申請した。

27年8月7日
コメ先物、試験上場2年延長を認可

・農水省は、大阪堂島商品取引所のコメ先物取引の試験上場に関し、2年間の延長を認めたと発表した。
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５ 共同通信

25年2月9日

コメ先物取引を一本化、発祥「大阪堂島」名乗る
ＪＡ不参加で悪循環 公正な指標価格の要請も

・うまく活用すれば、生産者が価格下落のリスクを減らせる利点。
・ＪＡ全中の反対もあり、参加は広がらず。一般投資家が手を出さない悪循環。
・コメの価格形成が、外国に主導権を握られる恐れ。
・全米販は１月に勉強会を立ち上げ、先物取引の活用に向け動き始めた。

25年9月16日
売買単位や仕組み見直し コメ先物、活性化へ検討

・市場活性化のため、売買単位や取引の仕組みを見直す検討に入った。

27年6月12日
コメ先物試験上場延長へ 大阪堂島商取が申請検討

・８月に期限を迎えるコメ先物の試験上場の延長を申請する方向で調整に入ることが分かった。

４ 時事通信

24年8月7日

取引低迷も受け渡しには一定の評価－コメ先物上場１年・上
東西市場の一本化求める声も－コメ先物上場１年・下

・取引量は想定を下回り、低迷。一方、受け渡しは順調。一定のニーズに答えたとの評価。
・中小卸や外食産業などにとっては、現物の購入手段が増えたと歓迎する声も。
・福島産の受け渡しが活発化。先物相場が福島県産の現物価格に収斂。
・卸のヘッジニーズは今後さらに増える。

24年12月12日

コメ先物は農業経営のリスク低減に役立つ－ＪＡ大潟村組合長の小林氏

・生産者にとって先物取引は値下がりのリスクを軽減するアイテム。
・先物市場を経営に生かしていくことが必要。
・市場を残し、本上場への努力を惜しまないでほしい。
・ジャポニカ種はアジアの指標価格になり得る。日本に先物市場があることが重要。

24年12月13日
農家は合意早受け渡しの利用を－コメ特別講演会でＪＡ大潟村の小林組合長

・合意早受け渡しの利用を。４月になれば新米価格が出てくる。この数字は重要。ぜひとも市場を残してほしい。

25年5月9日
全米販、コメ先物の取引参加支援＝172の卸売業者対象に

・コメ先物取引の活性化を図るほか、卸売業者の勉強の一助とするのが目的。

26年8月6日

コメ先物、本上場に向け勝負の1年＝8日に延長期間折り返し

・取引量の増加傾向はうかがえるが、胸を張って本上場を申請できる状況とは言い難い。
・厳しい見方が多い中、大阪堂島の取り組みが期待される。

27年4月2日 コメ先物、「拒絶はしない」＝適正に機能すれば検討の余地も

27年8月31日 コメ先物、あと1年の気持ちで本上場目指す、堂島商取の岡本理事長

27年9月7日
JA全中奥野会長 食料を投機の対象にしてほしくない

・現在の先物市場は取引が少なく、現物の価格形成に影響がないほか、日本のコメは自由市場で取引されるものではない。

28年10月20日
新潟コシの取組高、早期に１万枚へ 取引拡大に期待 堂島商取の岡本理事長

．大阪堂島商品取引所の岡本理事長は、新潟コシの取組高を早期に１万枚にしたいとの考えを明らかにした。

28年10月21日
山本農水大臣 新潟コシ先物「活発な商いを期待している」 力強い手段の一つ

・山本農水相は、大阪堂島商品取引所の新潟コシ先物について、「生産者やコメ扱い業者に力強い手段が増えた」と述べた。

28年11月2日
JA全中奥野会長 コメ先物、なぜ国が認めているのかわからない

・試験上場と言いながら、既に失敗しているのになぜ国が認めているのがよくわからない。

29年2月23日
最高ランク「特Ａ」44銘柄 16年産米食味ランキング

・日本穀物検定協会によると16年産米の「特Ａ」銘柄は前年より２つ減って44銘柄だった。

29年3月6日
コメ卸は10社ほどあればいい 木徳神糧の平山社長

・政府が進める農業競争力強化プログラムで、業界再編について事業を継続する側には、同業他社との連携が必要と訴える。

29年3月23日
ＪＡ全農 改革最終案を明らかにする

・2018年度のコメの直接販売量を2016年度の1.5倍の125万トンへ増やす。



６ 日本農業新聞

23年7月2日

大きな憤り感じる全中会長 コメ先物試験上場を認可
ＪＡグループ取引参加せず
農水省、２年で結論

・市場の暴走許すな。
・徹底的な監視必要。
・野党各党批判相次ぐ 強引、慎重さ欠く。
・価格乱高下に不安、卸は損失回避へ期待。

24年6月23日

先物商品移管、相手と正式合意 東穀取
与野党の農林議員、米先物移管に批判「試験上場の失敗を証明」

・当業者の間に不安感が高まり、取引が停滞するとの見方。
・試験上場が失敗だったことが証明されたとの指摘。

24年8月8日

米先物試験上場から１年、扱い中止業者続々
米先物取引試験上場１年で与野党議員、投機に根強い警戒感
価格形成、機能果たさず

・活発な取引が見込めない取引に参入するメリットは薄い。
・情報不足もあり現場が不安。市場を見極めるには一定の期間が必要。
・震災の復旧・復興への影響や主食が投機対象になることに生産現場の懸念は強い。
・取引量が想定を大きく下回り、価格形成機能を果たしていない。

24年8月9日

米先物取引で稲作法人「歓迎しない」42％、法人協会調査

・稲作主体の農業法人：「歓迎しない」42％、「関心がない」30％、「歓迎する」13％。
・農業法人全体：「歓迎する」11％、「歓迎しない」29％。
・歓迎しない理由：「投機マネーの流入で価格が乱高下する」、「必ずしも自分の経営上の利益に結びつかない」が多い。

24年8月11日

米先物試験上場１年、与野党が検証
民主「注視続ける」、自民「もうやめるべき」

・透明性の高い指標価格の形成機能が全く果たされていない。
・失敗したのに移管してまで続けるのはおかしい。
・低調な出来高、理事長の会社による取引が大多数を占める実態を指摘。

25年2月9日

米試験上場低迷続く、関西一本化で取引減も

・先物価格が現物市場に誤ったメッセージを伝えるとの指摘。
・関西取の方式になじまず、取引を打ち切る会社相次ぐ。
・ＪＡグループは上場阻止に向けて引き続き対応。

25年8月2日

延長に反対続出 自民党水田議連 部会と連携し対応

・米先物取引試験上場の延長認可の是非について検討し、「認めるべきではない」との意見続出。
・米価に与える影響や取引量が伸びていないことなどを問題視。
・農水省に対し党の意見を踏まえて検討するよう指示。

25年8月8日

米先物試験上場 条件付け2年延長 農水省「際限なく」にくぎ
米先物試験上場延長 価格形成 現物取引で 問われる国の姿勢

・農水省は米先物取引試験上場の2年間延長について条件付きで認可。
・際限なく延長を認めることは試験上場の趣旨とは合致しないと判断。
・延長期間終了の対応は、これまでの実績を上回るかどうか、参加者の多様化を見極めて判断。
・先物取引はマネーゲームの側面が強い。米価格形成は先物市場に期待するのではなく、農家や産地の努力と工夫を適切に
反映した現物取引を基に定められるべき。

27年5月6日

15年産米需給調整 41道府県が「深掘り」 「参考値」達成へ働き掛け 先物安値で米卸「警戒」

・15年産米の先物取引価格が14年産に近い水準であることを引き合いに、米卸から「需給が緩い状態が続くとみていることの表
れではないか」と懸念する声もある。

27年5月11日

米先物取引 試験上場８月期限 堂島商取 低調、評価分かれる

・堂島商取は、本上場か、試験上場の再延長を目指すとみられ、試験結果から農水省が認可するかどうか決める。
・主食である米が投機的取引の対象になり、需給と価格の安定を阻害する恐れが拭えず、慎重な判断が必要。

27年7月3日

米先物 試験上場再延長申請へ 実効性なお課題

・8月7日に期限を迎える米先物取引の試験上場について、堂島商取が再延長を農水省に申請する見通し。
・取引が依然低調な上、与党内には慎重論も根強く、決定まで紆余曲折がありそう。

27年7月22日
米先物試験上場 再延長国に申請 農政と整合性焦点

・堂島商取は2年間の再延長申請と、2年後に本上場を目指す方針を決定、認可申請を提出。

27年8月7日

農水省 米先物を再延長

・農水省は米先物取引の試験上場の2年間延長について認可。
・食料産業局長名で通知を出し、2年後の再々延長の申請をけん制。
・本上場申請には、米政策の方向に沿っているか、公正な取引を確保し委託者保護が十分かなどを厳しく検証する。
・全中 「問題ある」立場を維持。

27年8月8日
米先物延長 生産への影響 留意を 農相2年間で総括求める

・農相は堂島商取に対し米の生産・流通に支障を及ぼさないなどの留意事項を守り、再延長期間中の取引に望むよう念押し。
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６ 日本農業新聞（続き）

28年6月6日
米先物追加を検討

・大阪堂島商取は米先物取引に3番目の建値商品（標準品）を加える検討を開始。低迷する先物の取引量を増やすのが目的。

28年8月9日
大阪堂島商品取引所 「新潟コシヒカリ」追加 米先物 3番目の建値商品

・国内トップブランドに絞った取引機会を作り、低迷する先物取引をてこ入れする狙い。

28年10月22日
新潟コシ先物上場

・市場の活性化を促したいが、米先物を巡っては価格形成の場になり得るか懐疑的な見方も根強い。

28年12月3日
水稲作況「103」で確定 16年産収穫量は749万6千トン

・農水省は2016年産水稲の収穫量を749万6千トン（主食用）と発表、全国の作況指数は「103」で確定した。

29年1月17日
コメ輸出５年で３倍成長 玄米流通が後押し

・農水省によると2016年1月～11月の輸出額は約23億円で過去最高となり５年前の３倍以上に拡大した。

29年2月17日
全農 直接販売に転換 改革原案は踏み込み不足

・JA全農は農産物の販売先を小売りや外食産業に直接販売する方式に転換する。

29年3月25日
17年産米の作付け意向 4分の3が目標達成見込み

・農水省は2017年産米について産地の作付け意向調査を発表した。全体の4分の3に当たる36都道府県が達成の見込み。

29年5月25日
17年産米 過剰作付け解消を 農水省が新潟県に要請

・農水省は、新潟県に2017年産米の過剰作付け解消を要請した。産地を挙げて転作を強化するように求めた。

29年5月30日
飼料米31府県で増 17年産も勢い維持 ４月末の転作動向

・農水省がまとめた2017年産の水田転作の作付け動向（4月末現在）によると、飼料用米は31府県で前年実績より増加傾向に。

資料：全国紙（東京発行版）、時事通信、共同通信及び日本農業新聞の記事（平成23年3月以降）
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